
令和４年度　事務事業総点検表

子ども未来

Ｒ３ Ｒ２ R1

子
ど
も
未
来
課

1
児童遊び場
設置費補助
金

～
補助等
（交付先）

市内児童遊び
場の環境整備
等。

町内会等が設置
し管理する児童
遊び場につい
て、遊具の整備
や修繕等に対し
て経費の一部を
補助する。

適切な補助の実
施

実施 実施
一
般

1,220 ― 238 0.2 0.0
申請に対する補
助の実施

100% 100% 100% 100%

児童遊び場の安全性を確
保するため、町内会等が必
要とする補助金について、
申請に対し適切に事務を
実施することとした。

100% A A

活動指標・成果指標とも目標
値を達成した。
当該事業により、利用者（市
民）の安全確保につなげてい
る。

当該事業は、自治会・町内会が行
う修繕等に対する補助事業である
ため、修繕の実施は、自治会・町
内会の判断による。
利用者（市民）の安全確保のため、
今後も修繕等に係る補助金制度の
活用について、広報、周知を実施
していく。

子
ど
も
未
来
課

2
簡易児童館
運営費補助
金

S 42 ～
補助等
（委託・交
付先）

児童館を補完
する施設である
簡易児童館の
運営を財政面
から支援する。

簡易児童館を管
理運営する自治
会等に対して、維
持管理に要する
経費の一部を補
助する。

適切な補助の実
施

実施 実施
一
般

150 0 150 0.1 0.0
適正に運営でき
る簡易児童館数

３件 ３件 ４件 ４件
補助を実施することにより、
適正に運営することのでき
る簡易児童館の数

３件 A A
補助件数が目標に達したた
め

令和４年度末で廃止

子
ど
も
未
来
課

3
母親クラブ
設置・育成
事業補助金

～
補助等
（交付先）

児童の健全育
成を推進する
活動を行う母親
クラブを財政面
から支援。

市内４つの母親ク
ラブに年間
153,000円の補助
を実施。

適切な補助の実
施

実施 実施
一
般

765 ― 765 0.2 0.0
市内で活動する
母親クラブの数

４クラ
ブ

４クラ
ブ

４クラ
ブ

４クラ
ブ

市内で活動する母親クラブ
が減少しているなか、地域
の子育て支援を推進する
ため、補助を実施すること
により、その活動を存続さ
せる必要があるため、母親
クラブの活動団体数とし
た。

４クラ
ブ

A A

活動指標・成果指標とも目標
値を達成した。
市内の母親クラブすべての
活動を継続することができ
た。

少子化社会における市内母親クラ
ブ４団体の活動継続。

子
ど
も
未
来
課

4
児童館改修
事業

H31 ～
市

（直営）

老朽化した児
童館に必要な
施設改修等を
行い、長寿命
化・耐震化を図
る。

市内13館の児童
館の改修工事等
の実施

改修工事等の実
施箇所数

１館 １館
一
般
14,200 0 13,296 0.1 0.0

施設や整備に起
因する重大な事
故件数

０件 ０件 ０件 ０件
安心・安全な児童館として
維持・管理し、事故発生を
防ぐため

０件 A A

適切な修繕工事などの実施
により、施設や整備に起因す
る重大な事故を０件に抑える
ことができたため

改修計画に基づき、各館の現状を
踏まえて必要な修繕工事を実施す
る。

子
ど
も
未
来
課

5
児童館運営
事業

S 56 ～
市

（委託）

地域における
児童健全育成
の拠点として、
子どもの健康を
増進し、情操を
豊かにするた
め、各種教室
や読み聞か
せ、クラブ活動
など児童に健
全な遊びを提
供する。

市内13館の児童
館の運営

適切な運営施設
数

13館 13館
一
般
244,644 ― 243,842 0.5 0.0

①利用者満足度
②利用者数

①90％
②
183,00
0人

①
87.3％
②
182,94
7人

①
84.8％
②
135,98
1人
（4，5
月閉
所）

①
88.0％
②
333,14
8人

①指定管理協定により定め
ている目標値を設定した。
②コロナ禍において、地域
の児童健全育成の拠点と
なる児童館は重要な役割
を担う施設であり、多くの子
育て家庭や児童に利用し
ていただくことを目的に、前
年度と同程度の利用者数
を目標値とした。

①
90.7％
②
197,22
9人

①A
②S A

新型コロナウイルス感染症の
感染拡大防止の観点から、
利用者人数及び利用時間を
制限したものの、利用者数、
満足度ともに前年度を上回り
目標を達成し、地域の児童の
健全育成の拠点として、コロ
ナ禍においても実施可能な
事業等を提供することができ
たため。

利用者が安心して来館し、安全に
過ごせるよう、様々な感染症への
対策をとりつつ、工夫したイベント
や講座等を検討し、計画的に子育
て支援事業の充実を図るとともに、
利用者増を目指す。

子
ど
も
未
来
課

6
子育て支援
施設運営事
業

～
市

（委託）

交流スペース
が広く、市内全
域からの利用
者を多く受け入
れている施設
であり、交流、
相談、情報提
供等を実施す
る子育て支援
の拠点となる施
設の運営により
子育て家庭を
支援する。

指定管理者によ
る運営を実施して
いる市内４カ所の
子育て支援セン
ターを運営

適切な運営施設
数

４セン
ター

４センター
一
般
182,477 ― 183,765 0.5 0.0 利用者数

50,100
人

49,929
人

45,576
人（4、
5月閉
所）

78,349
人（３
月閉
所）

コロナ禍で、子育て環境が
変化している中、子育て支
援センターは重要な役割を
担う施設であり、多くの子育
て家庭に利用していただく
ことを目的に、前年度と同
程度の利用者数を目標値
とした。

57,083
人

S A

コロナ禍においても育児等相
談応対や講座などを開催し、
利用者へのサービスの提供
を実施することができた。
成果指標の利用者数は、目
標値を上回ったものの、コロ
ナ禍の特殊な状況下であるこ
とに鑑み評価はAとした。

市民が安心・安全に利用できるよ
う、様々な感染症への対策を踏ま
えたイベントや講座等の実施方法
を検討し、利用者増を目指してい
く。

子
ど
も
未
来
課

7
子育て支援
センター運
営事業

～
市

（直営）

地域に根差し
たセンターであ
り、市職員と直
接対話ができる
など、交流、相
談、情報提供
等を実施する
地域の子育て
支援の拠点と
なる施設の運
営により子育て
家庭を支援す
る。

市直営の５ヶ所の
子育て支援セン
ターの運営。

適切な運営施設
数

５セン
ター

５センター
一
般
12,019 ― 5,745 0.5 11.0 利用者数

37,400
人

37,570
人

31,357
人（4，
5月閉
所）

37,260
人（3月
閉所）

コロナ禍で、子育て環境が
変化している中、子育て支
援センターは重要な役割を
担う施設であり、多くの子育
て家庭に利用していただく
ことを目的に、前年度と同
程度の利用者数を目標値
とした。

42,020
人

S A

活動指標・成果指標とも目標
値を達成した。
コロナ禍においても育児等相
談応対や講座などを開催し、
利用者へのサービスの提供
を実施することができた。

市民が安心・安全に利用できるよ
う、様々な感染症への対策を踏ま
えたイベントや講座等の実施方法
を検討し、利用者増を目指してい
く。
また、東豊田中央こども園の建替
に伴うセンターの移転先の確保が
必要。

局

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名
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会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

子
ど
も
未
来
課

8

地域子育て
支援セン
ター運営委
託事業

～
市

（委託）

地域と密着して
いるセンターで
あり、各法人の
特徴を活かした
支援活動がな
されており、交
流、相談、情報
提供等を実施
する地域の子
育て支援の拠
点となる施設の
運営により子育
て家庭を支援
する。

私立保育園等に
地域子育て支援
センターの運営を
委託。

適切な運営施設
数

12セン
ター

12センター
一
般
96,190 ― 94,607 0.5 0.0

①運営施設数
②利用者数

①12セ
ンター
②
60,000
人

①12セ
ンター
②
59,923
人

①12セ
ンター
②
61,253
人（4，
5月閉
所）

①12セ
ンター
②
90,581
人（３
月閉
所）

①地域の子育て支援事業
の拠点となる施設数の現状
維持を目標値とした。
②コロナ禍で、子育て環境
が変化している中、子育て
支援センターは重要な役
割を担う施設であり、多くの
子育て家庭に利用してい
ただくことを目的に、前年
度と同程度の利用者数を
目標値とした。

①12セ
ンター
②
69,461
人

①A
②S A

コロナ禍においても育児等相
談応対や講座などを開催し、
利用者へのサービスの提供
を実施することができた。
成果指標の利用者数は、目
標値を上回ったものの、コロ
ナ禍の特殊な状況下であるこ
とに鑑み評価はAとした。

市民が安心・安全に利用できるよ
う、様々な感染症への対策を踏ま
えたイベントや講座等の実施方法
を検討し、利用者増を目指してい
く。

子
ど
も
未
来
課

9
児童クラブ
運営事業

S 42 ～
市

（委託）

保護者が就労
等により昼間家
庭にいない児
童の健全な育
成を目的に、小
学校や児童館
等に専用室を
設けて、家庭に
代わる遊びや
生活の場を提
供する。

公設児童クラブの
運営

年間を通じて安全
に児童の預かりが
できている児童ク
ラブ数

83クラブ ８３クラブ
一
般
1,248,681 0 1,153,219 2.0 0.5

年間を通じた児
童クラブ内での
事故件数

0件 0件 0件 0件

公設児童クラブを適正に運
営することで、児童がクラブ
で安全に過ごすことがで
き、継続的な運営につなが
るため、クラブ内での事故
件数を目標値とした。

０件 A A

適正な運営により、児童クラ
ブ内での重大事故を０件に
抑え、児童が安全に過ごすこ
とができたため

クラブの規模が大きくなり、配慮を
要する児童や事務負担の増により
現場負担感が増しているため、支
援員の処遇改善並びに事務負担
の軽減を継続的に行っていく。

子
ど
も
未
来
課

10
民間児童ク
ラブ運営補
助事業

H27 ～
補助等
（交付先）

児童クラブを運
営する民間事
業者に対し、運
営に係る費用
の一部を補助
することにより、
児童クラブの安
定的な運営と
待機児童減少
を図る。

民間事業者に対
し補助金を交付

適切な補助の実
施

実施 実施
一
般
80,574 0 74,880 0.4 0.0

受入対象学区の
一年生の待機児
童数

0人 0人 0人 0人

待機児童解消に向け、受
け皿となる民間児童クラブ
に補助をしているため、受
入対象学区の最低学年の
待機児童数を目標とした。

０人 A A
目標値を達成し、待機児童
数減に寄与しているため

新たに待機児童が発生している地
域への対応を依頼していく。

子
ど
も
未
来
課

11

民間児童ク
ラブ保護者
負担金軽減
補助事業

H27 ～
補助等
（交付先）

民間児童クラブ
を利用する、多
子世帯や所得
の低い世帯の
利用料を軽減
することにより、
子育て家庭の
経済的負担を
軽減する。

民間児童クラブを
通じた軽減対象
世帯の利用料の
軽減

補助対象となる民
間児童クラブにお
ける軽減事業の確
実な実施

実施 実施
一
般

3,604 0 2,059 0.0 0.5
申請に対する適
正な事務処理

100% 100% 100% 100%
申請に対し事務を適正に
行うものであるため、100%
の事務処理を目標とした。

100% A A
申請された全件に対し適正
な事務処理が行われている
ため

制度を周知し、申請漏れがないよ
う促す。

子
ど
も
未
来
課

12
児童クラブ
整備事業

H27 ～
市

（直営）

児童クラブへの
入会を希望す
る児童の受入
れが可能となる
よう、児童クラ
ブ室を拡充整
備する。

待機児童の発生
が見込まれる地
域、今後の利用
ニーズが高い地
域において、児
童クラブ室を整備

児童クラブ室整備
箇所数

2か所 ２か所
一
般
15,800 0 20,518 0.3 0.0

一年生の待機児
童数

0人 0人 0人 0人

児童クラブ室の整備を進
め、待機児童数の解消を
目指しているが、小学生が
放課後を安全に過ごすた
めには、特に低学年の受
入れを優先する必要がある
ため

０人 A A 目標値を達成したため

小学校内での更なる整備につい
て、PTA等他の学校利用団体の理
解を得ながら、学校側と交渉を進
めていく。

子
ど
も
未
来
課

13
児童クラブ
改修事業

Ｒ 2 ～
市

（直営）

老朽化した児
童クラブに必要
な施設改修等
を行い、長寿命
化を図る。

老朽化した児童ク
ラブの改修工事
等の実施

改修工事等の実
施箇所数

2か所 ２か所
一
般
10,700 0 6,608 0.1 0.0

施設や整備に起
因する重大な事
故件数　０件

0件 0件 0件 ―
安心・安全な児童クラブとし
て維持・管理し、事故発生
を防ぐため。

０件 A A

適切な修繕工事などの実施
により、施設や整備に起因す
る重大な事故を０件に抑える
ことができたため

改修計画に基づき、各クラブの現
状を踏まえて必要な修繕工事を実
施する。
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会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

子
ど
も
未
来
課

14
ファミリー・
サポート・セ
ンター事業

H11 ～
市

（委託）

子どもの一時
的な預かりや送
迎などを必要と
する子育て家
庭を援助する
ため、援助を受
けたい会員と援
助を行いたい
会員との連絡・
調整や、援助
者への講習等
を行い、会員の
相互援助を支
援する。

静岡市ファミリー・
サポート・セン
ター及び緊急サ
ポートセンターを
運営

適切な運営施設
数

２セン
ター

２センター
一
般
27,309 ― 27,296 0.5 0.0 利用件数

7,500
件

7,488
件

7,355
件

11,950
件

コロナ禍及び待機児童対
策による保育所等の環境
整備が進み、利用対象者
は減少傾向にあるが、前年
度実績を上回ることを目標
とした。

7,536
件

A A

新型コロナウイルス感染症の
影響はあるものの、活動指
標・成果指標を達成した。
子どもの一時的な預かりな
ど、子育て世帯のサポートが
適切に実施できた。

事業の実施に不可欠な「まかせて
会員」の継続的な確保が必要であ
る。
積極的な広報を実施し、利用の促
進を図る。

子
ど
も
未
来
課

15
おしゃべり
サロン事業

～
市

（直営）

身近な場所で
子育て支援事
業を実施するこ
とにより、子育
て家庭の不安
を軽減するな
ど、安心して子
ども産み育てる
ことができる環
境を形成する。

子育てに関するノ
ウハウを有する市
内56ヵ所の公立
認定こども園で親
子のふれ合いや
育児相談・育児
講座を実施

事業実施箇所数
（実施こども園数）

56ヵ所 49ヵ所
一
般

3,122 ― 2,931 0.5 0.0

あそび・子育て
おしゃべりサロン
参加者（公立こど
も園）

3,000
人

2,905
人

3,397
人

8,397
人

コロナ禍の中、身近な場所
で子育ての不安を軽減で
きる事業を実施することは
重要であることから、前年
度と同程度の参加者数を
目標値として設定した。

3,713
人

S A

コロナ禍においても、各こども
園での子育て支援サービス
の提供を実施することができ
た。
成果指標は目標値を上回っ
たものの、活動指標は目標値
を下回ったことから、評価はA
とする。

市民が安心・安全に利用できるよ
う、様々な感染症への対策を踏ま
えたイベントや講座等の実施方法
を検討し、利用者増を目指してい
く。

子
ど
も
未
来
課

16
子育て支援
事業補助金

～
補助等
（交付先）

市内各地域が
実施する子育
て支援事業を
促進することに
より、安心して
子どもを産み育
てることができ
る環境を形成
する。

地区社会福祉協
議会が実施する
子育て支援事業
に対して、１事業
当たり３万円の補
助を実施

適切な補助の実
施

実施 実施
一
般

2,990 ― 2,410 0.5 0.0
子育てトーク参
加者人数

9,900
人

9,862
人

5,309
人

18,646
人

コロナ禍の中、地域主体の
子育て支援事業が担う役
割は重要であることから、
前年度と同程度の参加者
数を目標値として設定し
た。

13,682
人

S A

コロナ禍においても、各施設
での子育て支援サービスの
提供を実施することができ
た。
成果指標は目標値を上回っ
たものの、コロナ禍の特殊状
況に鑑み、評価はAとする。

市民が安心・安全に利用できるよ
う、様々な感染症への対策を踏ま
えたイベントや講座等の実施方法
を検討し、利用者増を目指してい
く。

子
ど
も
未
来
課

17
利用者支援
事業

H27 ～
市

（直営・委
託）

子ども・子育て
支援新制度の
円滑な実施の
ため、子育て世
帯に対する情
報提供やアド
バイスにより、
子育て支援セ
ンターの機能を
強化し、子育て
世帯への支援
体制の強化・充
実を図る。

各区内の子育て
支援の拠点となっ
ている子育て支
援センターに「子
ども未来サポー
ター」を配置し、
従来の子育て支
援センター事業
に加え、子ども・
子育て支援新制
度についての情
報提供や相談に
応じるとともに、関
係機関との連絡
調整を行う。

適切な運営施設
数

12セン
ター

12センター
一
般
32,625 ― 32,464 0.5 4.0

①運営施設数
②地域支援に係
る事業の実施回
数

①12セ
ンター
②410
件

①12セ
ンター
②401
件

①12セ
ンター
②386
件

①12セ
ンター
②451
件

①地域に根差した子育て
支援事業の展開が可能と
なるよう、子ども未来サポー
ターが配置された施設数を
現状維持することを目標値
とした。
②コロナ禍の中、子育て家
庭の利便性の向上を図る
ため、地域支援に係る事業
（出張相談）の実施回数に
ついて、前年度と同程度を
目標値として設定した。

①12セ
ンター
②523
件

①A
②S S

活動指標・成果指標とも目標
値を達成した。
コロナ禍で減少していた講演
会等イベントの再開したもの
があったことや、コロナ禍で開
始した公園等での出張相談
を継続実施したことから、相
談回数が増加し、子育て世
帯の相談を充実させることが
できた。

市民が安心・安全に利用できるよ
う、様々な感染症への対策を踏ま
えたイベントや講座等の実施方法
を検討し、利用者増を目指してい
く。
また、令和５年度から開始予定の
伴走型相談支援の円滑な実施に
向けて、実施方法を検討する必要
がある。

子
ど
も
未
来
課

18
次世代育成
支援対策推
進事業

～
市

（直営）

子どもが健やか
に成長するとと
もに、その家庭
が子育てに喜
びや生きがい
を感じることが
できるよう子ど
も・子育てに関
する各種支援
を実施する。

静岡市子ども・子
育て・若者プラン
に基づき、子育て
支援イベントや子
育て支援に関す
る情報発信など、
子ども達の健全
育成に資する各
種の事業を実施
する。

①子育て∞親育ち
学校の開催数
②静岡市子育て
応援総合HP「ちゃ
む」の適切な運営

①6回
②実施

①6回
②実施

一
般
10,705 ― ①495②2,376 0.8 0.0

①受講者人数
②HP総閲覧数
（月平均）

①20人
②
33,000
回

①22人
②
32,459
回

①会場
受講：
20人
オンラ
イン受
講：102
人
②
30,124
回

①11人
②
36,353
回

①子育てについて専門的
に学ぶ講座として内容、回
数を見直し、受講者の適正
な会場受講人数を２０人に
設定した。
※新型コロナウイルス感染
症の感染拡大状況によっ
ては、オンライン受講も設
定する予定。
②過去３年間の総閲覧数
平均を目標値とした。

①24人
②
37,327
回

①S
②S

S

「子育て∞親育ち学校」は、
活動指標・成果指標とも目標
を達成した。

「ちゃむ」の掲載情報の更新
頻度を高めるとともに、ツイッ
ターなどのSNSで更新情報を
通知することによって、サイト
の閲覧者数が増加した。

市民が安心・安全に利用できるよ
う、様々な感染症への対策を踏ま
えたイベントや講座等の実施方法
を検討し、利用者増を目指してい
く。

「ちゃむ」に新たにイベント検索機
能などを追加するなどサイトのコン
テンツを充実させるとともに、「ちゃ
む」の情報を知らせるためのSNS配
信を継続していくことで、更なる閲
覧者数の増加を図る。
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会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

子
ど
も
未
来
課

19

私立こども
園・保育所
等施設整備
費補助金

H26 ～
補助等
（交付先）

保育所等の定
員拡大による
待機児童の解
消や、老朽化し
た施設の改築
による安心・安
全な保育環境
の確保

保育所等の新設
又は環境改善や
定員増のための
増・改築などに必
要な施設整備費
の助成

①整備件数
②定員増数

①２件
②54人

①２件
②54人

一
般
394,327 0 144,263 0.5 待機児童数 ０人 ０人 ０人 ０人

平成30年４月に達成した待
機児童ゼロの継続を目標と
した。

０人 A A

整備件数、定員増加数共
に、目標を達成するとともに、
年度当初の待機児童数０人
を達成したため。

施設の状況に応じた改築工程に
おいて、施設運営者と協議を密に
行っていく。

子
ど
も
未
来
課

20

私立認定こ
ども園整備
事業費補助
金

H26 ～
補助等
（交付先）

子ども・子育て
支援新制度へ
の円滑な移行
と保育の量の
確保のため、認
定こども園移行
の促進。

認定こども園への
移行に必要な施
設整備費の助
成。

①整備件数
②定員増数

①３件
②40人

①３件
②45人

一
般
659,601 0 435,095 0.5 待機児童数 ０人 ０人 ０人 ０人

平成30年４月に達成した待
機児童ゼロの継続を目標と
した。

０人 A A

整備件数、定員増加数共に
目標を達成するとともに、年
度当初の待機児童数０人を
達成したため。

各区域内の待機児童の状況や本
市が目指す子育てしやすいまちの
あり方について、私立幼稚園等の
運営者などど意見交換するととも
に、認定こども園への移行を後押
しする支援を実施していく。

子
ど
も
未
来
課

21
新規参入施
設等への巡
回支援事業

H27 ～
市

（直営）

新規参入施設
等における園
児の適切な保
育、職員の不
安・疑問の解
消、施設の良
好な運営を図
る。

新規参入施設等
における保育の
実施状況の実地
観察、助言・指導

①巡回支援全体
会議の開催
②新規参入施設
への延べ訪問回
数

①３回
②12回

①２回
②２回

一
般

144 0 92 0.1 重大な事故件数 ０件 ０件 ０件 ０件

新規参入施設等における
特に乳幼児保育の適正な
実施を目指す事業である
ため。

０人 A A

全体会議の開催や新規施設
への訪問は、施設の整備状
況に応じた適切な回数・時期
に実施することができ、乳幼
児の重大な事故件数０件を
達成したため。

引続き乳幼児の重大な事故件数０
件を達成するべく、安全・安心な園
の運営のあり方について、巡回支
援員と課題の共有や今後の対策
について話し合いを継続していく。

子
ど
も
未
来
課

22
市立こども
園の配置適
正化事業費

H28 ～
補助等
（交付先）

市立こども園の
配置適正化方
針に基づき、市
立こども園の民
営化や統廃合
を実施する。

市立こども園の民
営化や統廃合に
向けた関係機関
との協議や民営
化した新富町こど
も園及びまつぼっ
くりこども園の障
害児保育に要す
る経費に対する
助成など

実施 実施 実施
一
般
18,476 － 14,698 0.8 0.0

①民営化園数
②廃止園数

－ -
①１園
②０園

①１園
②１園

方針では、毎年度２～３園
ずつ対象園を決定し、３～
４年程度の期間をおいて民
営化や統廃合を行うことと
している。令和２年度に第３
次対象園の民営化を決定・
公表したが、他施設の跡地
において実施するため、令
和10年度を予定している。
令和4年度は第４次対象園
について選定する予定で
ある。

- - - -
第5次以降の対象園の選定と民営
化や統廃合に至るまでの実施方法
について検討を進めていく。

青
少
年
育
成
課

23
青少年育成
センター運
営委員会

H24 -
市

（直営）

青少年の非行
防止、保護及
び矯正を図り、
青少年の健全
育成を推進す
るための施策
について審議
をする。

①運営委員会の
開催
②青少年育成セ
ンター事業の運
営に係る事業報
告及び事業計画
について意見聴
取

運営委員会の開
催

1回 １回
一
般

104 - 69 0.1 0.0

運営委員会の実
施（運営委員会
における審議件
数）

実施
（2件）

実施
（2件）

実施
（2件）

実施
（2件）

様々な青少年健全育成に
係る課題の検討及び関係
機関との連携を確実に行う
よう審議の実施及び審議件
数を例年並みに行うこととし
目標を設定した。

実施
（2件）

A A 目標値を達成したため

SNSに起因する犯罪被害の増加
等、青少年健全育成に係る現代的
な問題への対応を迅速に行うため
に、様々な立場の委員からの意
見・情報等をセンター事業に効果
的に繁栄させる取り組みを進める。

青
少
年
育
成
課

24

少年団体
（子ども会）
運営費補助
金交付事業

～
補助等
（交付先）

静岡市子ども
会連合会が行
う、青少年の心
身の健やかな
成長及び社会
参加の促進並
びに次代を担う
青少年の育成
を図るための事
業等（補助事
業）に対し補助
金を交付し、青
少年の健全育
成を推進する。

静岡市子ども会
連合会への補助
金の交付

①補助金の交付
事務
②補助対象事業
の実施に係る指
導・助言

事務処
理の円滑
な実施

実施
一
般

5,638 - 3,225 0.2 0.0
活動延べ参加者
数

1,151
人

1,047
人

1,818
人

4,722
人

R3年度は、新型コロナウイ
ルス感染症の影響で事業
のほとんどが実施できず、
活動延べ参加者数が大幅
に減少したが、R4年度はコ
ロナに対応しつつ事業がで
きることを見込み、R3年度
実績の10％増を目標値とし
て設定した。

3,469
人

S S
コロナ禍ではあったが、感染
症対策をしながら事業を実施
し、目標を達成できたため。

更なる参加者の増加に向け、引き
続きイベントの開催や効果的な周
知・広報の支援に努める。また、団
体の持続・発展的な活動に向け、
周知・PRを行うなどの支援に努め
る。



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

青
少
年
育
成
課

25

少年団体
（ボーイスカ
ウト・ガール
スカウト）事
業費補助金
交付事業

S 36 ～
補助等
（交付先）

ボーイスカウト・
ガールスカウト
が行う青少年
の健全な成長
と人格形成、責
任ある市民とし
ての自覚と行
動を促すことを
目的とした事業
等（補助事業）
に対し補助金
を交付し、青少
年の健全育成
を推進する。

①ボーイスカウト
静岡地区及び清
水地区への補助
金交付
②ガールスカウト
静岡市協議会へ
の補助金交付

①補助金の交付
事務
②補助対象事業
の実施に係る指
導・助言

事務処
理の円滑
な実施

実施
一
般

1,147 - 1,147 0.2 0.0
活動延べ参加者
数

3,823
人

3,476
人

2,898
人

4,790
人

R3年度は、新型コロナウイ
ルス感染症の影響で事業
の多くが実施できず、活動
延べ参加者数はコロナ禍
以前と比べ減少している
が、R4年度はコロナに対応
しつつ事業ができることを
見込み、R3年度実績の
10％増を目標値として設定
した。

3,274
人

B B

新型コロナウイルス感染症に
対応し、オンラインを活用しな
がら活動を続けてきたが、中
止した参集開催のイベントも
あり、参加者数がのびなかっ
たため。

更なる参加者の増加に向け、引き
続きイベントの開催や効果的な周
知・広報の支援に努める。また、団
体の持続・発展的な活動に向け、
周知・PRを行うなどの支援に努め
る。
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①
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⑥事業内容②事務事業名

青
少
年
育
成
課

26
青少年育成
センター事
業

-
市

（直営）

青少年の非行
防止及び良好
な環境を推進
する

①補導活動の実
施
②県条例で指定
する店舗等への
立入調査
③社会環境実態
調査の実施
④広報啓発活動
の実施

①補導活動等の
計画の策定
②立入調査
③社会環境実態
調査
④リーフレット作
成、街頭キャン
ペーンの実施

補導活
動等の円
滑な実施

①986回
②　66件
③　547件
④50,000
部、２回

一
般

7,037 - 5,058 2.0 6.0

①補導活動の回
数
②立入調査の件
数
③社会実態調査
の件数
④リーフレット配
布数、街頭キャ
ンペーン実施回
数

①
1,000
回
②60件
③547
件
④配布
数
50,000
部、２
回実施

600回 444回
1,194
回

計画どおり補導活動等を実
施することを目標として設
定した。

①886
回
②　66
件
③
547件
④
50,000
部、２
回

B B

新型コロナウイルス感染症の
影響がにより、当初予定の補
導回数に若干満たなかった
ため。

補導委員の積極的な参加を呼び
かけ、補導活動の参加人数を増加
させる。また、広報啓発活動にお
いて、啓発リーフレットの見直しを
実施していく。

青
少
年
育
成
課

27

青少年健全
育成連絡協
議会運営費
補助金交付
事業

S 57 -
補助等
（交付先）

葵区・駿河区に
おいて、学校・
家庭・地域・行
政等の連携に
よる地域ぐるみ
の青少年健全
育成活動を展
開し、「地域ふ
れあい あいさ
つ運動」等市民
運動を推進す
る。

静岡地域青少年
健全育成連絡協
議会への補助金
交付

①補助金の交付
事務
②補助対象事業
の実施に係る指
導・助言

事務処
理の円滑
な実施

実施
一
般

873 - 873 0.4 0.0

青
少
年
育
成
課

28

静岡地域青
少年健全育
成事業費補
助金交付事
業

S 57 -
補助等
（交付先）

葵区・駿河区に
おいて、学校・
家庭・地域・行
政等の連携に
よる地域ぐるみ
の青少年健全
育成活動を展
開し、「地域ふ
れあい あいさ
つ運動」等市民
運動を推進す
る。

静岡地域の各青
少年健全育成会
への補助金交付

①補助金の交付
事務
②補助対象事業
の実施に係る指
導・助言

事務処
理の円滑
な実施

実施
一
般

3,536 - 3,408 0.3 0.0

青
少
年
育
成
課

29

清水地域青
少年健全育
成事業費補
助金交付事
業

S 35 -
補助等
（交付先）

清水区におい
て、学校・家
庭・地域・行政
等の連携による
地域ぐるみの
青少年健全育
成活動を展開
し、「地域ふれ
あい あいさつ
運動」等市民運
動を推進する。

①清水青少年育
成推進委員長会
②清水区各地区
の推進委員会へ
補助金交付

①補助金の交付
事務
②補助対象事業
の実施に係る指
導・助言

事務処
理の円滑
な実施

実施
一
般

8,515 - 8,515 0.2 0.0

青
少
年
育
成
課

30
二十歳の記
念式典事業

～
補助等
（市・交付
先）

新たに二十歳
になった若者
に、大人になっ
たことの自覚を
促し、祝い励ま
すため、静岡
市二十歳の記
念式典を開催
する。

①静岡市二十歳
の記念式典実行
委員会への負担
金の交付
②二十歳の記念
式典の開催

①実行委員会の
開催
②静岡市二十歳
の記念式典の開
催

①７回
②１回

①７回
②１回

一
般

9,700 - 7,134 1.0 0.5
記念式典への参
加率

50.7% 52.3% 65.4% 51.4%

R2年度はオンライン開催と
したため、事前申込者数を
出席者数と置き換えて評価
したが、R4年度は参集開
催を想定しているため参集
開催を行った直近３か年
（H30,R1,R3）の平均以上
の参加を目標値として設定
した。

42.20% B B

新型コロナウイルス感染症対
策を施し、安全に式典を開催
することができたが、期待した
参加者数に届かなかったた
め。

コロナ禍の経験を踏まえ、開催時
の状況を見据えた実施方法を検討
する。また、式典への参加者増に
向け、、引き続き、魅力ある式典内
容となるよう、実行委員会で検討し
ていく。」

青
少
年
育
成
課

31
青少年国際
親善交流事
業

-
市

（直営）

青少年に国際
交流の機会を
提供すること
で、外国人との
相互理解を深
め、広い国際
的視野と国際
協調の精神を
養う。

市内中高生を対
象に、在日外国
人講師を招き、出
身国と日本の若
者文化の違い
や、海外から見た
日本について知
る機会を提供す
る。

事業実施回数 １回 ２回
一
般

100 - 0 0.2 0.0 参加者の満足度 100% 100% 100% 94.6%

国際交流機会の充実維持
のため、
参加者アンケートを実施
し、満足度100%となるよう目
標値を設定した。

100% A A

新型コロナウイルス感染症の
影響で、海外との往来が限ら
れている中、市内在住の外
国人講師による講座を実施
し、目標値を達成できたた
め。

外国人のみならず外国で生活した
ことのある日本人から海外の文化
の多様性を学ぶなど、国際感覚や
相互理解を深める機会を創出する
よう努める。

時宜に適した啓発内容の検討、効
果的な啓発手段の検討。
健全育成大会の実施内容、方法
等についても同様。

計画どおり啓発活動を実施
することを目標値として設
定した。

（①７月の「青少年の非行・
被害防止全国強調月間」、
11月の「子供・若者育成支
援強調月間」を啓発するた
め、市内で街頭キャンペー
ンを年2回実施を予定して
いる。）

（②青少年の健全育成及
び非行防止を推進する活
動のメイン行事として、市内
全48地区で健全育成大会
等を開催するよう予定。）

①実施
（２回）
②実施
（48地
区）

A A 目標値を達成したため

啓発活動の実施
（①非行防止等
キャンペーンの
実施）
（②健全育成大
会等の開催地
区）

①実施
②実施

①実施
（2回）
②実施
（48地
区）

①実施
（2回）
②実施
（48地
区）

①実施
（2回）
②実施
（45地
区）
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青
少
年
育
成
課

32

少年教室運
営委員会補
助金交付事
業

-
補助等
（交付先）

子ども達に異
年齢集団にお
ける自然体験
活動や地域活
動の機会を提
供し、豊かな人
間性・社会性を
育み、地域や
少年団体の
リーダーとして
養成する。

①各地区少年教
室運営委員会へ
の補助金交付
②いかだまつり実
行委員会への補
助金交付

①補助金の交付
事務
②補助対象事業
の実施に係る指
導・助言

事務処
理の円滑
な実施

実施
一
般

1,871 - 855 0.2 0.0
少年教室の登録
者数

102人 93人 102人 330人

R3年度は、新型コロナウイ
ルス感染症の影響で活動
を休止した教室があった
が、令和４年度はコロナに
対応しつつ事業ができるこ
とを見込み、昨年度実績の
10％増を目標値として設定
した。

117人 S S

新型コロナウイルス感染症の
影響から、開講する地区や参
加者数が減少したものの、少
年教室運営委員長会議等を
開催し、コロナに対応した活
動内容や周知方法を情報共
有してもらうことで参加者増と
なったため。

新型コロナウイルス感染症の影響
から、休講していた地区に対し、他
地区での活動状況等を情報提供
しつつ、活動の再開を促す。

青
少
年
育
成
課

33

しずおかエ
ンジェルプ
ロジェクト推
進事業

H26 -
市

（直営）

少子化の要因
の一つである
晩婚化・晩産化
を抑制する。

①結婚を希望す
る男女の出会い
の機会創出
②婚活サポー
ター養成・活用
③官民連携によ
る意識啓発・情報
提供

出会いのイベント
に係る
①実施回数
②参加者数

①６回
②120人

①６回
②93人

一
般

1,410 - 1,363 1.0 0.0

①カップル成立
率
②婚活への意欲
が高まった参加
者の割合

①
44.3%
②
82.5%

①
44.7％
②
85.0％

①
47.7%
②
84.5%

①
40.5%
②
78.0%

出会いの機会創出の効果
とともに婚活への踏み出し
支援の効果を測ることから
①カップル成立率及び②
参加者アンケートによる婚
活への意欲が高まった割
合の過去３か年平均を目
標値として設定した。

①
46.8%
②
85.3%

①S
②A

S

指標である「カップル成立率」
び「婚活への意欲が高まった
参加者の割合」ともに、目標
値を上回り、この事業が、婚
活初心者への踏み出し支援
となっているため。

引き続き出会いイベントの開催、意
識啓発により、婚活初心者の踏み
出し支援に努めるとともに、官民に
よる結婚を応援する機運を醸成し
ていく。

青
少
年
育
成
課

34

結婚新生活
支援事業費
補助金交付
事業

H29 -
市

（直営）

若者が結婚に
伴い新生活を
開始する際の
経済的負担を
軽減し、もって
未婚化及び晩
婚化の抑制を
図る。

新婚世帯で新居
に係る居住費等
を要した者に対
する補助金の交
付

補助金交付事務
の適切な実施

実施 実施
一
般
17,550 - 17,550 0.7 0.0

①結婚新生活に
伴う経済的不安
の軽減に役立っ
たと思う補助制
度利用者の割合
②自分たちの結
婚が地域に応援
されていると感じ
た補助制度利用
者の割合

①
100%
②
100%

①
100%
②
97%

①
100
②
93.2%

①
100%
②
80%

補助制度を通じて経済的
負担の軽減が図られるとと
もに、利用者に対して「切
れ目のない結婚支援」をPR
するものとして、それぞれ
100%を目標値として設定し
た。

①
98.3%
②
96.6%

①A
②A

A
適正な補助金交付を実施し、
概ね目標値を達成したため

引き続き、対象者への周知・広報
を行うとともに、地域に応援されて
いると実感できるよう、補助金の趣
旨等をより効果的に情報発信する
よう努める。

青
少
年
育
成
課

35
ひきこもり対
策推進事業

H27 -
市

（委託）

ひきこもり対策
を推進するため
の体制を整備
し、ひきこもり状
態にある本人
やその家族等
を支援すること
により、ひきこも
り本人の自立を
推進することを
目的とする。

①ひきこもり地域
支援センターの
開設
②面接相談、電
話相談
③居場所活動、
家族教室の運
営、訪問支援、広
報・啓発活動
④ひきこもりサ
ポーター養成講
座の実施
⑤ひきこもりサ
ポーター派遣事
業

①支援センター開
所日数
②面接相談述べ
実施回数
③アウトリーチ実
施回数
④ひきこもりサ
ポーター養成講座
の実施
⑤ひきこもりサ
ポーター派遣回数

①235日
②1,500
回
③200回
④実施
⑤80回

①246日
②2,170回
③204回
④実施
⑤120回

一
般
28,042 - 27,877 1.0 0.0

ひきこもり状態が
改善している相
談者の割合

66.3% 69.9% 71.4% 63.3%

潜在的なニーズや困難
ケースは増加傾向にある
が、過去５年間
（H30:64.1％、H29:63.1％）
の平均値を目標値として設
定した。

67.60% A A

コロナ禍の影響により、外出
自粛傾向のある中、ひきこも
り地域支援センター職員のア
ウトリーチ支援、ひきこもりサ
ポーターの派遣による当事者
支援等により、改善率が目標
値を上回ったため。

長期化した事案の多い中高年世
代をはじめとする複雑・困難な問題
を抱えるケースが増加傾向にある
ため、各世代や状態に合わせた支
援、居場所作りに取組む。

青
少
年
育
成
課

36
わかものの
まち推進事
業

H28 -
市

（直営・
委託）

若者の社会参
画を促すこと
で、自己有用
感及び地域へ
の愛着を高め
る。

まちづくりを自分
の興味関心から
考え、課題解決
のためのプロジェ
クトを企画・実施
する「高校生まち
づくりスクールプ
ロジェクト編」の開
催

講座の実施回数 ６回 ６回
一
般

699 - 689 0.6 0.0

事業に参加する
ことで
①「自分が社会
のために何かで
きるという実感」
②「これからの静
岡市への希望・
期待感」
を得られた参加
者の割合

①
100%
②
100%

①
89％
②
96％

①
96%
②
96%

①
100%
②
100%

参加者が、自己分析や同
年代との意見交換、様々な
市民活動団体等との関わり
を通じて、自己有用感とと
もに、本市への愛着感が高
まるものとして、100%を目標
値として設定した。

①
92％
②
100％

①A
②A

A

目標値には少し届かなかっ
たものの、全６回の講座を経
て、グループごとに意見をま
とめあげるなど、高校生によ
る課題解決に向けた活動が
活発にできたため。

講師やサポーターと連携して高校
生の取組について情報を共有し、
活動の支援に努める。

青
少
年
育
成
課

37
適応指導教
室の運営

-
市

（直営）

不登校の状態
にある児童生
徒に対し、学校
生活への自発
的な復帰を支
援し、もって不
登校児童生徒
の自立に資す
る。

①適応指導教室
の開設
②適応指導教室
通級生へのカウ
ンセリング、ソー
シャルスキルト
レーニング、自然
体験活動の実
施。

①通級者数
②開級日数
③自然体験活動
の実施

①４０人
②179日
③2回

①21人
②179日
③１回

一
般
14,345 ー 12,576 3.0 6.0 通級生の改善率 84.8% 82.9% 88.2% 83.3%

引き続き、個の実態に応じ
た支援を行うこととし、過去
３か年の平均改善率を目
標値として設定した.

66.70% B B

学校生活への自発的な復帰
や社会的自立に関しては、
通級生の状況に応じて継続
的な支援のほか、学校と連携
して取り組んだが、改善率が
目標に達しなかったため。

通級生の実態に応じた支援の充
実を図るよう、レジリエンスを導入し
たカリキュラムの検討やタブレット
機器（ICT）の活用の他、在籍校や
保護者との連携に努めていく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

青
少
年
育
成
課

38
面接相談事
業

-
市

（直営）

悩みや問題を
抱える子ども・
若者やその保
護者及び関係
者に対し、面接
による相談に応
じ、問題解決へ
の援助や不安
解消を図る。

面接相談の実施

①面接相談者数
②面接相談延べ
実施回数
③相談センター業
務紹介パンフレッ
ト配布校数

①400人
②5,000
回
③延べ
480校

①462人
②6839回
③延べ520
校

一
般

1,656 ー 1,686 2.5 7.0
状況が改善して
いる相談者の割
合

76.2% 77.6% 78.4% 72.6%

学校や関係機関と連携し、
相談者の状況に応じた支
援を行うこととし、相談状況
改善率４以上（７段階評価）
の過去３か年平均以上を
目標値として設定とした。

76.2% A A

個別の面接相談における継
続的な支援のほか、必要に
応じて関係機関と連携して取
り組んだことにより目標値を達
成したため。

引き続き、当センターの周知に努
めると共に関係機関との連携のもと
相談者の状況に応じたきめ細やか
な支援に努めていく。

青
少
年
育
成
課

39
子どもの自
立支援に係
る啓発事業

-
市

（直営）

子ども・若者世
代に関する講
演会等を実施
し、地域・家庭・
学校の連携に
ついて支援者
に対する啓発
活動を行う。

子どもの自立を支
援する講演会の
実施

講演会の実施回
数

１回 １回
一
般

30 - 20 0.2 0.0
受講者の満足度
（アンケート調
査）

95.0% 100% 100% 95.0%

受講者への満足度の維持
のため、満足度４以上（５段
階評価）が95%となるよう目
標値を設定した。

100% S S

不登校やひきこもりの子ども
をもつ保護者や学校関係者
等が講演会に参加し、全ての
参加者から高い満足度を得
ることができた。

引き続き参加者のニーズを探り、そ
れに沿った講師の選定や内容の
検討、広報の充実を図っていく。

青
少
年
育
成
課

40
子ども・若者
支援地域協
議会

H25 -
市

（直営）

子ども・若者育
成支援推進法
に則り、社会生
活を円滑に営
む上で困難を
有する子ども・
若者への支援
を推進するた
め、関係機関と
の連携を図る。

代表者会議、実
務者会議の実施

①代表者会議実
施回数
②実務者会議実
施回数
③合同相談会の
実施

①1回
②4回
③合同
相談会
実施回
数

①1回
②4回
③2回

一
般

20 - 20 0.5 0.5

会議参加者によ
る協議会のアン
ケート結果（本協
議会が
関係機関相互の
連携に役立った
か等の度合い）

81.3% 72.7% 81.6% 89.5%

関係機関の相互連携効果
を測るため、会議参加者ア
ンケートでの「連携に役
立った」等の回答割合につ
いて過去３か年平均を目標
値として設定した。

94.9% S S

協議会の参加機関から高い
評価を得るとともに、協議会
を通して、関係機関相互の連
携強化に役立ったため。

関係機関相互の連携強化を図る
ために、事例検討や専門家による
研修会など、内容の充実に努めて
いく。

青
少
年
育
成
課

41

高校生のた
めの居場所
サポート事
業

Ｒ 2 -
市

（直営）

困難を抱える
高校生・青少年
（概ね中学卒業
後から19歳）に
対し、交流でき
る場（居場所）
を提供し、社会
とのつながりの
きっかけづくり
を支援する。

高校生ぷらっとサ
ロンの実施

①実施回数（週３
日実施）

①118回 ①117回
一
般

15 ー　　 15 0.2 1.0
参加者の満足度
（アンケート結
果）

80% 90% 92.30% 　 －

高校生ぷらっとサロンの満
足度維持のため、満足度４
以上（５段階評価）が80%と
なるよう目標値を設定した。

93.2% s s

多くの参加者から高い満足
度を得ることができた、繰り返
し参加する利用者も増えてき
たため。

引き続き、高校生年代の居場所支
援に努める。また、より多くの方に
利用してもらえるようぷらっとサロン
の周知・啓発に努める。

青
少
年
育
成
課

42

電話相談事
業（24時間
いじめ電話
相談を除く）

-
市

（直営）

悩みや問題を
抱える子ども・
若者やその保
護者及び関係
者から電話によ
る相談に応じ、
問題解決への
援助や不安解
消を図る。

専用ダイヤルによ
る電話相談の実
施

①相談件数
②ポケットカード配
布先

①300件
②240ヵ
所

①324件
②251か所

一
般

2,920 ー 2,446 0.1 1.5
相談者の満足度
（満足度調査）

100% 100% 100% 100%

相談者の満足度維持のた
め、満足度３以上（５段階評
価）が100%となるよう目標値
を設定した。

100% A A

　相談者の気持ちに寄り添っ
たり、必要に応じて関係機関
と連携したりするなど、全ての
電話において丁寧な対応を
行い目標を達成したため。

引き続き、相談内容に応じた適切
な対応を行うと共に必要に応じて
他の支援機関に引き継ぐなど、より
効果的な支援に努める。

青
少
年
育
成
課

43
24時間いじ
め電話相談
事業

-
市

（直営・委
託）

いじめ問題に
悩む子どもや
保護者及び関
係者からの電
話相談に応じ、
問題解決への
援助や不安解
消を図る。

いじめ専門の相
談ダイヤルによる
24時間電話相談
の実施

①相談件数
②ポケットカード配
布先

①500件
②240ヵ
所

①440件
　②251か
所

一
般

6,243 ー 5,890 0.2 0.0
相談者の満足度
（満足度調査）

100% 98.7% 99.0% 99.0%

相談者の満足度維持のた
め、満足度３以上（５段階評
価）が100%となるよう目標値
を設定した。

99.1% A A

全ての相談について24時間
体制で対応し、どのような相
談にも丁寧に対応し、必要に
応じて関係機関と連携し取り
組んだことにより目標を達成
したため。

いじめ問題の専門的な相談窓口で
あることを引き続き周知・PRするとと
もに、より効果的な支援機関に繋
げる取組を行う。

青
少
年
育
成
課

44
青少年研修
センター運
営事業

～
市

（直営）

青少年団体に
施設を提供し、
青少年団体の
健全な育成並
びに青少年の
教養の向上及
び心身の健全
な育成を図る。

①施設の利用許
可事務
②施設の維持管
理

施設の維持管理 実施 実施
一
般

150 - 77 0.2 0.0 延利用者数 972人 884人 931人
1,643
人

登録団体数、利用者数は
減少傾向にあるが、各団体
の活動場所提供の維持の
ため、新型コロナウイルス
感染症に対応しつつ利用
できることを見込み、前年
実績の10%増を目標値とし
て設定した。

605人 C C
各団体へ活動場所の提供は
できたものの、利用者が減少
し、目標を下回ったため。

学生サークルや各種青少年団体
の課外活動の場として利活用を促
進するため、施設の周知・広報を
行い、利用者数増加への取り組み
に努める。



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

青
少
年
育
成
課

45
浜石野外セ
ンター運営
事業

-
市

（直営・委
託）

青少年をはじ
め、広く市民の
体育の向上とレ
クリエーション
の増進を図り、
野外活動を通
じて健全な青
少年の育成そ
の他社会教育
の振興に資す
る。

①施設の利用許
可事務
②施設の維持管
理

施設維持管理等
の委託

７件 ７件
一
般
11,974 - 10,627 0.5 0.0 延宿泊利用者数 864人 786人 384人 699人

新型コロナウイルス感染症
に対応しつつ野外活動の
機会が提供できることを見
込み、ログハウス、テントサ
イト、オートキャンプサイトに
おける前年宿泊利用者の
10％増を目標値に設定し
た。

1,025
人

S A

利用者数は目標を上回った
が、飲料水としての水の利用
を制限するなど課題が残るた
め、A評価とした。

浜石野外センターの今後につい
て、関係課と役割分担やスケ
ジュール調整等を行っていく。

幼
保
支
援
課

46
保育士確保
対策事業

H27 ～
市

（委託）

市内保育施設
における必要
な保育士の確
保を図る。

就労を希望する
保育士と保育事
業者のマッチング
を行うとともに、就
職支援研修を実
施する。

①支援センターの
設置・運営委託
②就職支援研修
実施回数

①１か所
②２回

①１か所
②３回

13,244 ― 13,219 0.2 0.0 マッチング件数 60件 66件 54件 80件

コロナ禍での運営で、就職
フェアを1回リモート、1回対
面で実施予定であるが、参
加者が感染状況に左右さ
れることも考えられるため、
過去２年の平均値を目標
値とした。

60件 A A

令和4年度の予定している事
業はすべて実施できた。就職
説明会は対面2回で113人、リ
モート1回30人の参加がみら
れ、就職に関する年間マッチ
ング件数は目標60件に対し
結果が60件であり、目標を達
成した。
また、前年度より継続して取り
組んできた中高生向け保育
の魅力発信冊子の作成とポ
スターキャンペーンに取り組
み、情報発信に努めた。

静岡市内の保育士不足の状況は
解消されていないため、その根本
原因についてアンケート調査を行
い、新たな保育士確保対策事業に
ついて検討していく。

幼
保
支
援
課

47
市立こども
園等給付費

H27 ～
市

（直営）

公立こども園等
における教育・
保育の実施に
際し、児童の身
体的・精神的及
び社会的な発
達に必要な保
育水準を確保
する。

国が定めた給付
費単価に基づき、
市立こども園等に
対して給付費を
支弁する。

①各種加算等の
認定
②給付費の支弁

59園 58園
一
般
2,791,879 ― 2,559,241 0.5 0.5

市立こども園等
における適切な
水準による教育・
保育の実施園数

59園 59園 61園 63園

施設の運営に要する経費
を負担することにより、給付
対象施設に求められる教
育・保育の内容を確保し、
子どもの健やかな成長を支
援するため、目標値を国の
定める基準に基づいて教
育・保育を実施した園数と
した。

58園 A A

国が定めた単価に基づき、適
正に給付費を支弁することに
より、各施設において確実に
教育・保育が実施された。な
お、評価にあたっては、全59
園への支給を目標としたが、
１つの認定こども園が園児数
の減少により休園したことか
ら、これを除いた58園への確
実な給付を評価とし、一次評
価をAとした。

引続き、対象となる施設への確実
な給付を行う。

幼
保
支
援
課

48
私立こども
園・保育所
等給付費

H27 ～
補助等
（交付先）

私立こども園・
保育所等にお
ける教育・保育
の実施に際し、
児童の身体的・
精神的及び社
会的な発達に
必要な保育水
準を確保する。

国が定めた給付
費単価に基づき、
私立こども園・保
育所等に対して
給付費を支弁す
る。

①各種加算等の
認定
②給付費の支弁

176園 176園
一
般

17,080,855 ― 16,479,527 0.5 0.5

私立こども園等
における適切な
水準による教育・
保育の実施園数

176園 165園 154園 149園

施設の運営に要する経費
を負担することにより、給付
対象施設に求められる教
育・保育の内容を確保し、
子どもの健やかな成長を支
援するため、目標値を国の
定める基準に基づいて教
育・保育を実施した園数と
した。

176園 A A

対象となる施設全ての施設に
ついて、適正に給付を行うこ
とにより、各施設にて安定し
た教育・保育が実施されたこ
とによる。

引続き、対象となる施設への確実
な給付を行う。

幼
保
支
援
課

49
子育てのた
めの施設等
利用給付費

Ｒ 1 ～
補助等
（交付先）

子育てにかか
る経済的負担
の軽減を図り、
子育て世帯を
支援する。

保育の必要性が
あると認定を受け
た子どもの預かり
保育等の利用料
に対して、無償化
される費用を給付
する。

給付費の支弁 全件 全件
一
般
123,000 ― 119,547 0.5 0.5

預かり保育等の
利用に対する給
付件数

完全実
施

100％
（6,489
件）

100％
（5,980
件）

100％
（2,337
件）

対象となる世帯に対し、給
付による経済的負担軽減
を図るため、目標値を
100％（給付件数）とした。

100％
（6,529
件）

A A

当初の目標どおりに給付を
行ったことにより、子育てにか
かる経済的負担の軽減が図
られ、子育て世帯を支援する
ことができた。

今後は、更に給付金を速やかに交
付できるよう、効率的な審査と給付
方法についての検討を行ってい
く。

幼
保
支
援
課

50
認可外保育
所運営費補
助金

H17 ～
補助等
（交付先）

認可外保育施
設の健全な運
営と入所児童
の処遇改善を
図る。

認可外保育施設
指導監督基準を
満たしている等、
一定の要件を満
たしている場合、
要綱により、施設
運営に係る経費
の一部を補助す
る。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

１園 １園 4,282 ― 3,191 0.2 0.0

認可外保育施設
における適切な
水準による保育
の実施園数

１園 １園 １園 ３園

運営費の支援による適切
な保育の実施を確保する
ため、目標値を補助要件
及び指導監督基準を満た
して保育を実施した施設数
とした。

１園 A A

運営に対する補助金を適正
に交付することにより、認可外
保育施設において確実に保
育が実施された。

引続き、対象施設に対する補助を
確実に実施する。
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会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

幼
保
支
援
課

51

私立こども
園・保育所
等運営費補
助金

H15 ～
補助等
（交付先）

私立こども園・
保育所等にお
ける教育・保育
環境の向上や
職員の処遇改
善等を図ること
により、各施設
の円滑な運営
と振興を図る。

私立こども園・保
育所等が実施す
る保育環境改善
や職員処遇改
善・資質向上、乳
児受入態勢確
保、多様な保育
支援のための事
業に係る経費の
一部を補助する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 155園
一
般
1,667,108 ― 1,520,652 0.3 0.3

私立こども園・保
育所等における
質の高い教育・
保育の実施園数

完全実
施

100％
（152
園）

100％
（148
園）

100％
（145
園）

補助基準を満たす各種事
業に対して補助金を適正
に交付することで、各施設
において保育環境の向
上、職員の処遇改善、多様
な保育の提供、乳児受入
体制の確保に資するため、
目標値を100％（実施園）と
した。

100%
（155
園）

A A

補助基準を満たす各種事業
に対して補助金を適正に交
付することにより、各施設にお
いて円滑、かつ安定した教
育・保育が実施された。

少子化の進行や保育従事者の処
遇改善の動きなど、園を取り巻く環
境変化に柔軟に対応し、園運営の
安定化と質の高い教育・保育の提
供体制を支援していく。

幼
保
支
援
課

52

私立こども
園・保育所
等特別支援
保育事業費

Ｒ 3 ～
補助等
（委託・交
付先）

私立こども園、
保育所等にお
ける障害児等
の受入れや特
別な支援・保育
の提供に対す
る助成や巡回
支援を行いイン
クルーシブ保
育を推進する。

①障害児等の保
育に係る人件費
の一部を助成す
る。
②施設に対し巡
回支援員による
保育観察・助言・
講演を行う。

①補助金交付事
務
②巡回・講演の実
施
③実施状況の確
認

全件 127園
一
般
269,125 ― 268,357 0.7 0.3

①私立こども園・
保育所等におけ
る障害児等に対
する必要な保育
の実施園数
②私立こども園・
保育所等におけ
る巡回支援・講
演受講実施園数

完全実
施

①
100％
（116
園）
②22園

①100%
（115
園）
②　―

①100%
（118
園）
②　―

補助基準を満たす事業に
対して補助金を適正に交
付することや、保育の質の
向上のための巡回支援・講
演を行うことで、インクルー
シブ保育の推進に資する
ために目標値を全件（実施
園数）とした。

①
100％
（127
園）
②９園

A A

実施するすべての園に対し
て適正に補助金を交付する
ことにより、事業運営を支援
することができた。

発達が気になる子どもへの支援に
ついて、巡回支援事業による事例
や知見を蓄積するとともに、今後の
支援の在り方について検討してい
く。

幼
保
支
援
課

53

保育士宿舎
借り上げ支
援事業費補
助金

H29 ～
補助等
（交付先）

保育の担い手
を着実に確保
し、安定的に質
の高い教育・保
育を提供すると
ともに、保育の
担い手の流出
防止並びに県
外からの移住
促進を図る。

保育士のために
宿舎を借り上げる
場合に係る経費
の一部を補助す
る。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 22件
一
般
16,805 ― 9,085 0.2 0.0

雇用する保育士
のための宿舎の
借り上げをした園
数

完全実
施

100％
（22件）

100％
（18件）

100％
（11件）

園に勤務する保育士が利
用する宿舎にかかる経費
の一部を補助することによ
り、保育の担い手の流出防
止及び県外からの保育人
材の確保を図るため、目標
値を実施園数とした。

22件 A A

実施するすべての園に対し
て適正に補助金を交付する
ことにより、事業運営を支援
することができた。

引続き、対象施設に対する補助を
確実に実施する。

幼
保
支
援
課

54
保育補助者
雇上強化事
業費補助金

H30 ～
補助等
（交付先）

新たに保育補
助者を雇用す
ることで保育士
の業務負担を
軽減し、保育士
の離職防止を
図ることで、保
育環境の向上
と各施設の円
滑な運営を図
る。

新たに保育補助
者を雇用した私
立こども園・保育
所等に対し、雇上
げに係る経費を
助成する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

該当園 61園
一
般
138,332 ― 124,327 0.3 0.0

保育補助者の雇
用園数

完全実
施

100％
（52園）

100％
（30園）

100％
（22園）

保育補助者の雇用により保
育士の負担軽減が図られ
るため、目標値を100％（実
施園）とした。

61園 A A

実施するすべての園に対し
て適正に補助金を交付する
ことにより、事業運営を支援
することができた。

対象施設に対する補助を確実に
実施する。

幼
保
支
援
課

55

保育士・幼
稚園教諭等
処遇改善臨
時特例事業
費補助金

Ｒ 3 ～R 4
補助等
（委託・交
付先）

新型コロナウイ
ルス感染症へ
の対応と少子
高齢化への対
応が重なる最
前線において
働く保育士、幼
稚園教諭及び
保育教諭等の
収入の３％程
度を引き上げ
る。

保育士、幼稚園
教諭等に対して
月額9，000円程
度の処遇改善を
行う施設に対して
当該処遇改善に
係る費用を助成
する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

該当園 172園
一
般
256,231 ― 248,972 0.1 1.0

処遇改善の実施
園数

完全実
施

100％
（165
園）

補助基準を満たす処遇改
善事業を実施する各施設
に対して適正に補助金を
交付するため、目標値を
100％（該当園）とした。

100％
（17２
園）

A A

対象となるすべての園に対し
て適正に補助金を交付する
ことにより、事業運営を支援
することができた。

令和４年度にて事業終了

幼
保
支
援
課

56

私立こども
園・保育所
等延長保育
事業費補助
金

H15 ～
補助等
（交付先）

私立こども園・
保育所等にお
ける延長保育
の実施を促進
することにより、
多様な働き方
に対応した保
育や安心して
子育てのできる
環境を整備す
る。

通常の保育時間
を超えた保育（延
長保育）を実施す
る私立こども園・
保育所等に対し、
事業実施に係る
経費を補助する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件
①66園
②8園

一
般
61,032 ― 44,682 0.2 0.3

私立こども園・保
育所等における
延長保育の実施
園数

完全実
施

100％
（82園）

100％
（86園）

100％
（83園）

補助基準を満たす延長保
育事業を実施する各施設
に対して適正に補助金を
交付するため、目標値を
100％（該当園）とした。

①66園
②8園

A A

実施するすべての園に対し
て適正に補助金を交付する
ことにより、事業運営を支援
することができた。

引き続き実施するすべての園に対
して適正に補助金を交付する。
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会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

幼
保
支
援
課

57

私立こども
園・保育所
等一時保育
事業費補助
金

H15 ～
補助等
（交付先）

私立こども園・
保育所等にお
ける一時預かり
事業の実施を
促進することに
より、安心して
子育てのできる
環境を整備す
る。

一時預かりを実施
する私立こども
園・保育所等に対
し、事業実施に係
る経費を補助す
る。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件
①75園
②31園

一
般
346,427 ― 225,840 0.2 0.3

①２・３号認定の
児童に対する一
時預かりの実施
園数
②１号認定の児
童に対する一時
預かりの実施園
数

完全実
施

100％
①79園
②27園

100％
①77園
②19園

100％
①71園
②13園

補助基準を満たす一時預
かり事業を実施する各施設
に対して適正に補助金を
交付するため、目標値を
100％（該当園）とした。

①75園
②31園

A A

実施するすべての園に対し
て適正に補助金を交付する
ことにより、事業運営を支援
することができた。

今後、私立幼稚園の新制度移行
により対象園の増加が見込まれる
ことkら、事業周知と補助金の交付
を確実に行う。

幼
保
支
援
課

58

私立こども
園・保育所
等産休等代
替職員雇用
費補助金

H17 ～
補助等
（交付先）

私立こども園・
保育所等の安
定的な運営を
図る。

私立こども園・保
育所等職員の出
産又は傷病によ
る長期休暇に伴
い、代替職員を
雇用するための
経費の一部を補
助する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 14園
一
般

9,032 ― 4,617 0.1 0.3
産休・病休等に
伴い代替職員を
雇用した園数

完全実
施

100％
（18園）

100％
（12園）

100％
（15園）

産休、病休等による代替職
員の雇用を実施する施設
に対して必要な支援を行う
ものであることから、申請に
対して適正に交付するた
め、目標値を100％（該当
園）とした。

14園 A A

実施するすべての園に補助
金を交付することにより、産休
等代替職員が確実に確保さ
れ、安定的な施設運営が確
保された。

園における雇用に要する負担を軽
減するために、補助金制度の周知
を引き続き実施する。

幼
保
支
援
課

59

私立こども
園・保育所
等小規模施
設整備費等
補助金

H15 ～
補助等
（交付先）

私立こども園・
保育所等にお
ける安全な教
育・保育環境を
確保する。

園児の安全確保
や教育・保育環
境の向上を目的
とする私立こども
園・保育所等の行
う施設改修に係る
経費の一部を補
助する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 ８園
一
般
11,788 ― 11,788 0.2 0.1

安全な教育・保
育環境を確保す
るために施設改
修等を行った園
数

完全実
施

100％
（11園）

100％
（4園）

100％
（13園）

園児の安全確保を図るた
めに緊急性の高い事業を
選別して補助金を交付する
ため、目標値を100％（実
施園）とした。

８園 A A

申請のあった園に対しては補
助金の適切な交付により確実
に事業が実施され、入所児
童の安全性及び保育環境の
向上が図られた。

申請・報告に対する通知・交付を
確実に行う。

幼
保
支
援
課

60

私立こども
園・保育所
等借入金・
利子償還金
補助金

H15 ～
補助等
（交付先）

私立こども園・
保育所等の教
育・保育環境の
維持・向上を図
る。

保育の量の確保
や園児の安全確
保を目的に国庫
補助金を受けて
実施する私立こど
も園・保育所等の
施設整備に伴う
借入金の利子を
全額補助する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 29園
一
般
10,757 ― 9,434 0.1 0.2

保育の受け皿拡
大や安全な教
育・保育環境を
確保するために
施設改修等を
行った園数

完全実
施

100％
（27園）

100％
（27園）

100％
（26園）

施設整備に係る経費に対
して支援をすることにより、
待機児童の解消や園児の
安全が確保されることから、
目標値を100％（実施園）と
した。

29園 A A

当初の目標どおりに事業を実
施したことにより、私立こども
園・保育所等の教育・保育環
境の維持・向上が図られた。

申請・報告に対する処理を確実に
行う。

幼
保
支
援
課

61

私立こども
園・保育所
等感染症拡
大防止対策
事業費補助
金

Ｒ 2 ～
補助等
（交付先）

私立こども園・
保育所等にお
ける新型コロナ
ウイルスの感染
防対策を図りな
がら、継続的な
事業実施に向
けた環境整備
を図る。

マスクや消毒液
等の衛生用品や
感染防止のため
の備品の購入等
に要する経費の
ほか、職員が感
染症対策の徹底
を図りながら継続
的に事業を実施
していくために必
要な経費を助成
する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 157園
一
般
77,650 ― 59,908 0.1 0.5

私立こども園・保
育所等における
感染症対策の実
施園数

完全実
施

100%
（168
園）

100％
（172
園）

―

新型コロナウイルス感染症
対策に係る経費の一部を
補助することで園児及び職
員の安全確保を支援し、継
続的に事業を実施すること
ができるため、目標値を
100％（実施園）とした。

157園 A A

申請のあった園に対しては補
助金の交付により、新型コロ
ナウイルスの感染防対策が
適切になされたことで、園児
及び職員の安全が確保され
るとともに、感染症に対する
環境整備が行われたことで、
事業の継続体制が確保され
た。

５類移行に伴い、今後は新型コロ
ナウイルス感染者や濃厚接触者等
が発生した園に対して、事業を継
続的に実施していくための助成を
検討していく。

幼
保
支
援
課

62
実費徴収補
足給付事業

H27 ～
補助等
（交付先）

世帯の経済状
況等に関わら
ず必要な教育・
保育が受けら
れるよう、保護
者の経済的負
担を軽減する。

生活保護世帯に
対し、教育・保育
を受ける際に保
育所等が徴収す
る日用品や文房
具等の購入費並
びに低所得世帯
及び多子世帯給
食にかかる副食
費を給付する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明を実施
③実施状況の確
認

全件
①149人
②221人

一
般

8,563 ― 6,412 0.2 0.3

①認定こども園
等を利用する生
活保護世帯の日
用品等の実費負
担に係る費用の
一部を支援した
園児数
②幼稚園を利用
する低所得世帯
及び多子世帯の
副食費の実費負
担に係る費用の
一部を支援した
園児数

完全実
施

100%
（①160
人）
（②497
人）

100%
（①174
人）
（②718
人）

100%
（①175
人）

給付の対象となる世帯に対
して給付することにより保護
者の経済的負担の軽減を
図るため、目標値を100％
（対象人数）とした。

①149
人
②221
人

A A

生活保護世帯、低所得世帯
等への給付により、すべての
児童に対して適切な教育・保
育が提供された。

引き続き、確実な給付を実施す
る。



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

幼
保
支
援
課

63
市立保育所
移管施設整
備費補助金

H15 ～Ｒ 4
補助等
（交付先）

市立保育所の
民営化を推進
し、保育及び子
育て支援の充
実を図る。

旧清水市立保育
所の民営化移管
に伴い施設整備
を行った園の借
入金の償還元金
の一部を補助す
る。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

１園 １園
一
般

740 ― 740 0.0 0.1 対象施設数 １園 １園 １園 １園

施設整備に係る経費に対
して支援をすることにより園
児の安全が確保されること
から、目標値を施設整備に
必要な資金を借り入れた園
数とした。

１園 A A

当初の目標どおりに事業を実
施したことにより、市立こども
園の民営化を推進し、多様な
保育・教育環境を提供するこ
とができた。

令和４年度にて事業終了

幼
保
支
援
課

64

幼稚園教諭
免許・保育
士併有促進
事業費

H26 ～
補助等
（交付先）

認定こども園に
必要な人材で
ある保育教諭
の確保を図る。

幼稚園教諭・保
育士資格のどちら
かを有している場
合、もう片方の免
許・資格を取得す
るための経費の
一部を助成する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 ７件
一
般

640 ― 248 0.2 0.1

認定こども園に
おける保育教諭
資格の取得希望
者への補助件数

完全実
施

100％
（5人）

100％
（６人）

100％
（12人）

資格取得を希望する職員
の経費を補助することで認
定こども園に必要な保育教
諭の確保を図るため、目標
値を100％（資格取得希望
者）とした。

７件 A A

実施するすべての園に対し
て適正に補助金を交付する
ことにより、事業運営を支援
することができた。

引続き、資格取得希望への支援を
行う。

幼
保
支
援
課

65
幼児教育推
進事業費

H15 ～
補助等
（交付先）

未就園児との
ふれあいや保
護者同士の情
報交換、育児
相談などを私
立幼稚園が実
施することで、
保護者の育児
不安を解消し、
安心して子育
てのできる環境
を整備する。

未就園児とのふ
れあい等を行う
「地域に開かれた
幼稚園づくり推進
事業」を実施する
私立幼稚園に対
し、事業実施に係
る経費を補助す
る。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 全件
一
般

1,152 ― 1,152 0.1 0.1
子育て広場実施
園数

8園
17園
（7,233
人）

25園
（9,784
人）

28園
（15,68
7人）

「子育て広場事業」の実施
を支援することで未就園児
を持つ保護者へふれあい
の場等の提供を図るため、
目標値を実施園数とした。

8園
(2,503
人）

A A

昨年度に引き続き、新型コロ
ナウイルス感染症対策とし
て、利用人数の制限等により
参加人数は前年度を下回っ
たが、実施した８園が工夫を
凝らし、多彩な催しが年間通
じて計画的に実施されたこと
により、親子のふれあいの場
等を提供することができた。

施設型給付幼稚園への移行が進
み、本事業の対象となる園が減少
傾向にあるが、親子のふれあいや
保護者の育児相談などの貴重な
機会であることから、引続き支援を
行っていく。

幼
保
支
援
課

66
各種教育研
究経費

～
補助等
（交付先）

私立幼稚園に
おける幼稚園
教諭の資質及
び指導力の向
上を図る。

幼稚園教諭の研
修等、幼児教育
研究を実施する
静岡市私立幼稚
園連合会に対し
て補助金を交付
する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 全件
一
般

4,129 ― 4,129 0.1 0.1 研修受講園数 55園 55園 55園 55園

静岡市私立幼稚園連合会
が主催する幼稚園教諭へ
の研修等の実施に係る経
緯の一部を支援することで
私立幼稚園の資質等の向
上を図るため、目標値を研
修受講園とした。

55園 A A

新型コロナウイルス感染症の
影響により一部研修の規模
縮小等の対応を行ったが、一
定の研修が実施され、私立
幼稚園における幼稚園教諭
の資質及び指導力の向上が
図られた。

引続き、研修事業等の実施主体へ
の支援を行う。

幼
保
支
援
課

67
私立幼稚園
ＰＴＡ連合
会補助金

H 1 ～
補助等
（交付先）

私立幼稚園の
単位ＰＴＡの連
携協力、相互
交流等をするこ
とにより、幼児
教育及び家庭
教育の振興を
図る。

単位PTAの連携
協力、相互交流
等の事業を実施
する私立幼稚園
PTA連合会の事
業費の一部を補
助する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

１件 １件
一
般

414 ― 414 0.1 0.1
交流事業等参加
園数

55園 55園 55園 54園

私立幼稚園ＰＴＡ連合会の
交流事業等に係る経費の
一部を補助することで、各
園ＰＴＡ相互の連携交流を
深め、ＰＴＡ活動の質を高
めるため、目標値を交流事
業等参加園数とした。

55園 A A

新型コロナウイルス感染症の
影響により一部規模縮小等
の対応を取ったが、創意工夫
のもと実施された事業の満足
度は高く、新しい生活様式に
対応しながら連携交流を深め
ることができた。

今後の新型コロナの蔓延状況に注
視しつつ、必要な支援を行う。

幼
保
支
援
課

68
私学振興補
助金

S 27 ～
補助等
（交付先）

私立学校の教
育振興や保護
者の経済的負
担の軽減を図
る。

学校法人が設置
する私立学校に
対し、教材等の購
入経費の一部を
補助する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 全件
一
般
75,678 ― 75,678 0.2 0.2

対象法人に対す
る交付件数

18法人 26法人 33法人 35法人

私立学校に教材等の経費
の一部を補助することで教
育振興や保護者の経済的
負担の軽減を図るため、目
標値を対象法人に対する
交付件数とした。

18法人 A A

当初の目標どおりに事業を実
施したことにより、私立学校の
教育振興や保護者の経済的
負担の軽減が図られた。

各法人の多様な教育の実施や、保
護者負担の軽減を進める上で重
要な事業であることから、引続き補
助を実施していく。

幼
保
支
援
課

69

静岡朝鮮初
中級学校教
材等整備事
業補助金

H 3 ～
補助等
（交付先）

義務教育年齢
の在日朝鮮人
への教育を実
施している静岡
朝鮮学園にお
ける教育振興と
保護者の経済
的負担の軽減
を図る。

静岡朝鮮初中級
学校に対し、教材
等の購入経費の
一部を補助する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

１件 １件
一
般

426 ― 424 0.1 0.0
対象学校に対す
る交付件数

１校 １校 １校 １校

静岡朝鮮初中級学校に教
材等の購入経費の一部を
補助することで、教育振興
と保護者の経済的負担の
軽減を図るため、目標値を
対象学校に対する交付数
とした。

1校 A A

当初の目標どおりに事業を実
施したことにより、静岡朝鮮初
中級学校における教育振興
と保護者の経済的負担の軽
減が図られた。

協調支援を行う県とも歩調を併せ
た判断を行っていく。
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会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

幼
保
支
援
課

70
私立幼稚園
障害児教育
費補助金

H29 ～
補助等
（交付先）

心身に障がい
のある幼児の
教育環境を向
上を図る。

障がいのある幼
児を受け入れて
いる私立幼稚園
に対し、補助金を
交付する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 全件
一
般

7,004 ― 7,004 0.1 0.1
私立幼稚園にお
ける障害児の受
入人数

完全実
施

100％
（23人）

100％
（17人）

100％
（15人）

私立幼稚園に心身に障が
いのある児童の受け入れ
に係る経費の一部を補助
することで私立幼稚園での
受入促進と適切な支援によ
る教育環境の向上を図るた
め、目標値を100％（対象
者数）とした。

100%
(24人)

A A

当初の目標どおりに事業を実
施したことにより、私立幼稚園
での心身に障がいのある児
童の受入促進と適切な支援
による教育環境の向上が図ら
れた。

今後も増加が見込まれる、障がい
のある児童の受入れを積極的に促
進するために、引続き必要な支援
を行う。

幼
保
支
援
課

71
子育てのた
めの施設等
利用給付費

Ｒ 1 ～
補助等
（交付先）

子育てにかか
る経済的負担
の軽減を図り、
子育て世帯を
支援する。

私立幼稚園及び
国立大学附属幼
稚園の利用料に
対して、無償化さ
れる費用を給付
する。

給付費の支弁 全件 全件
一
般
400,815 ― 362,178 0.5 0.5

幼稚園の利用に
利用に対する給
付園数

完全実
施

100％
（32園）

100％
（33園）

100％
（39園）

給付による保護者の経済
的負担の軽減を図るため、
目標値を100％（給付園数
（法定代理受領））とした。

100%
(22園)

A A

当初の目標どおりに事業を実
施したことにより、子育てにか
かる経済的負担の軽減が図
られ、子育て世帯を支援する
ことができた。

行政デジタル化を推進する上で、
依然として紙による申請手続きで
ある当該業務について、保護者か
らの申請から業務の完結までのデ
ジタル化の実現に向けた検討を進
めていく。

幼
保
支
援
課

72
私立幼稚園
事務費負担
金

Ｒ 2 ～
補助等
（交付先）

幼児教育・保育
の無償化事務
に要する経費
を補助すること
により、園の円
滑な運営を図
る。

新制度未移行の
私立幼稚園に対
し、無償化に伴い
発生した事務に
係る経費につい
て補助金を交付
する。

①補助金交付事
務
②補助対象者に
説明、指導、助言
を実施
③実施状況の確
認

全件 全件
一
般

542 ― 530 0.1 0.1
対象園に対する
交付件数

完全実
施

100％
（17園）

100％
（25園）

―

私立幼稚園に無償化に伴
う事務に係る経費の一部を
補助することで円滑な園の
運営を支援するため、目標
値を対象園に対する交付
件数とした。

100%
(8園)

A A
当初の目標どおりに事業を実
施したことにより、円滑な園運
営を支援することができた。

引続き、対象園に対する補助を行
う。

こ
ど
も
園
課

73
市立こども
園等施設整
備事業

～
市

（直営）

市立こども園等
において安全
に教育・保育が
実施できるよう
施設の環境整
備を図る。

衛生管理、屋根、
空調、小荷物昇
降機、遊具の修
繕

衛生管理、屋根、
遊具の修繕の実
施

実施 実施
一
般

9,528 - 9,119 0.2 0.0
年度当初の予定
に基づく修繕の
実施

完全実
施
( 23園
予定
/23園
実施)

完全実
施
( 28園
予定
/28園
実施)

完全実
施
( 37園
予定
/37園
実施)

完全実
施
( 7園
予定/7
園実
施)

老朽化した屋根、空調、小
荷物昇降機、保育室・給食
室等の施設修繕につい
て、年度当初の実施予定
に対する実施状況を目標
値に設定した。

完全実
施
( 23園
予定
/23園
実施)

Ａ Ａ
施設修繕の整備を計画どお
り整備した。

老朽化が進んでいる施設が多く、
引き続き計画的な修繕の実施を進
めていく。

こ
ど
も
園
課

74
保育教諭資
格併有促進
事業

～
市

（直営）

市立こども園職
員の資格併有
を促進するた
め、幼稚園教
諭免許又は保
育士資格の資
格取得費用を
助成する。

幼稚園教諭免
許、保育士資格
の取得の支援

事務処理の円滑
な実施

実施 実施
一
般

3,129 - 655 0.2 0.0
助成対象となる
保育教諭への助
成の実施

完全実
施（資
格取得
10人、
免許更
新５
人）

完全実
施（資
格取得
３人、
免許更
新40
人）

完全実
施（資
格取得
1人、
免許更
新29
人）

完全実
施（資
格取得
19人、
免許更
新66
人）

保育士資格・幼稚園教諭
免許状取得による助成金
対象者への助成の実施を
目標値に設定した。

完全実
施（資
格取得
５人、
免許更
新７
人）

A A

保育士資格・幼稚園教諭免
許状取得や幼稚園教諭免許
状更新修了により助成金対
象者に対して確実に助成金
を交付した。

幼稚園教諭免許または保育士資
格の一方を所有していれば保育教
諭として勤務可能な期間（令和６年
度末）まで、園職員に制度を周知
し、引き続き資格併有を促進して
いく。

子
ど
も
家
庭
課

75
いじめ防止
再調査委員
会

H27 ～
市

（直営）

いじめ防止対
策推進法第30
条第2項の規定
に基づく調査

市長の諮問に応
じ、いじめ防止対
策推進法第28条
の１項の規定によ
る調査結果につ
いて調査審議す
る。

①再調査委員会
の開催
②再調査報告書
の作成

①実施
②実施

①未実施
②未実施

一
般

58 ― 0 1.3 0.0
再調査の必要な
事案に対する再
調査実施

完全実
施

事案な
し

事案な
し

事案な
し

再調査の必要な事案に対
して確実に再調査を行うこ
とを目標としているため。

事案な
し

― ―
令和４年度は対象となる案件
がなく、実施していないため。

対象となる案件が発生しないよう、
関係各課と連絡調整を図ってい
く。

子
ど
も
家
庭
課

76
児童虐待事
例検証委員
会委員

H21 ～
市

（直営）

静岡市で発生
又は静岡市が
関与した児童
虐待に係る重
大事例につい
て、事実の把
握、事例の発
生原因、支援
機関の対応状
況の分析等に
より問題点の抽
出を行い、再発
防止策を検討
する。

学識経験者等、
児童福祉の分野
において一定の
識見を有する者5
名を委員として委
嘱（任期2年）。1
事例について4～
6回程度の会議を
開催し検証を行
う。

対象事例に関し
①検証委員会の
開催
②検証結果報告
書の作成

①実施
②実施

―
一
般

230 ― ― 1.0 0.0

対象事例（虐待
による死亡又は
重症事例）に対
する検証のため
の会議を実施

完全実
施

事案な
し

事案な
し

完全実
施（Ｈ
30から
の継続
1事例
につい
て3回
実施）

対象となる事例に対し、確
実に検証を行うことを目標
としているため。

事案な
し

― ―
令和４年度は対象となる案件
がなく、実施していないため。

対象となる案件が発生しないよう、
関係各課と連絡調整を図ってい
く。
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会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

子
ど
も
家
庭
課

77
要保護児童
対策事業

H19 ～
市

（直営）

児童相談各課
のネットワーク
機能強化及び
要保護児童等
の早期発見や
未然防止、及
び適切な保護
を図る

①児童相談に携
わる支援機関に
よる要保護児童
等に関する情報
交換や考え方の
共有化
②関係機関の支
援内容や役割分
担等の協議

①定例実務者会
議の開催数
②進行管理会議
の開催数
③児童虐待対応
研修会の開催数

①36回

②９回

③１回

①36回
②9回
③7回

一
般

440 ― 375 1.0 0.8

要保護児童等へ
の適切な支援の
実施（実務者会
議で提示・検討
されたケースに
対して）

完全実
施

完全実
施
（提示・
検討
ケース
589件）

完全実
施
（提示・
検討
ケース
641件）

完全実
施
（提示・
検討
ケース
576件）

要保護児童等に対して確
実に支援を行うことを目標
としているため。

完全実
施（提
示ケー
ス延べ
487件)

A A
実務者会議等で提示・検討さ
れた全てのケースに対して適
切な支援を行ったため。

各関係機関との緊密な連携による
確実な事業実施の継続

子
ど
も
家
庭
課

78
家庭児童相
談室運営経
費

H15 ～
市

（直営）

子どもに関する
様々な問題に
ついて、家庭
等からの相談
に応じ、子ども
の福祉を図り、
その権利を擁
護する

①相談業務
面接相談及び家
庭訪問

①各区に
相談窓
口設置
②適切な
相談

①実施
②実施

一
般

1,322 ― 835 0.2 0.0
面接相談及び家
庭訪問の確実な
実施

完全実
施

完全実
施
（相談
受付件
数
2,047
件)

完全実
施
（相談
受付件
数
1,993
件)

完全実
施
（相談
受付件
数
2,162
件）

いつでも相談対応可能な
体制を目標としているた
め。

完全実
施
（相談
受付件
数
3,443
件）

A A
当初の目標どおり事業を実
施することができた。

各関係機関との緊密な連携による
確実な事業実施の継続

子
ど
も
家
庭
課

79
利子償還金
補助金

H15 ～
補助等
（交付先）

民間による乳
児院の建設を
支援する

①建設にかかる
借入金の利子に
対する補助金交
付

補助金交付事務
事務処
理の円滑
な実施

実施
一
般

73 ― 43 0.1 0.0
補助金の確実な
交付

完全実
施

完全実
施
（対象1
施設）

完全実
施
（対象1
施設）

完全実
施
（対象1
施設）

要件が該当すれば対象施
設に補助金を交付する必
要があるため。

完全実
施

（対象1
施設）

A A
予定通り対象施設に補助金
を交付することができたため。

対象施設との連絡を密に、適正な
事務の執行に努める

子
ど
も
家
庭
課

80

母子生活支
援･助産施
設入所運営
事業

S 27 ～
補助等
（交付先）

母子生活支援
施設及び助産
施設への入所
により児童の福
祉を図る

①施設利用の際
の運営費支払業
務

施設入退所に係る
事務処理業務

適切な入
退所

実施
一
般
75,134 ― 65,106 0.4 0.0

運営費支払事務
の適切な実施

完全実
施

完全実
施
（母子
生活支
援施設
措置世
帯数
174世
帯）
（助産
施設
11件）

完全実
施
（母子
生活支
援施設
措置世
帯数
226世
帯）
（助産
施設
９件）

完全実
施
（母子
生活支
援施設
措置世
帯数
223世
帯）
（助産
施設
15件）

施設入退所に対し的確に
運営費を支払う必要がある
ため。

完全実
施
（母子
生活支
援施設
措置世
帯数
延167
世帯）
（助産
施12
件）

A A
施設入所者に係る措置費を
的確に支払うことができたた
め。

庁内各課及び施設との連携を密に
し、適正な予算執行に努める。
過年度実績の分析等を通して、適
正な予算要求に努める。

子
ど
も
家
庭
課

81
養育支援訪
問事業費
（政策）

H 23 ～
市

（直営）

要支援家庭に
おける適切な
養育の実施

①要支援家庭へ
の養育支援訪問
員の派遣

①支援依頼家庭
の相談受付
②依頼家庭への
支援計画作成
③訪問員研修会
の実施

①実施
②実施
③実施

①実施
①実施
①実施

一
般

2,052 ― 1,117 1.0 0.4
必要なケースに
対する支援の適
切な実施

完全実
施

完全実
施（対
象15世
帯）

完全実
施（対
象15世
帯）

完全実
施（対
象13世
帯）

支援が必要なケースに対し
て確実に支援を行うことを
目標としているため。

完全実
施
（対象
21世
帯）

A A

支援が必要なケースの把握
を的確に行い、各ケースに
合った支援内容を展開するこ
とができたため。

本事業の対象世帯の適切な把握
を行うとともに、関係機関に対して
その周知を図っていく。

子
ど
も
家
庭
課

82

産後ケア事
業・ママケア
デイサービ
ス事業

H 8 ～
市

（委託）

（産後ケア事
業）
産後の母体の
身体的機能の
回復や育児へ
の不安等を持
つ母親に心身
のケアや保健
指導を提供す
る
（ママケアデイ
サービス事業）
平成28年度新
規事業（モデル
実施）
専門職による
相談、母親の
休息、交流など

①産後ケア事業
（宿泊型、日帰り
型２種、訪問型の
４つの利用種別を
市内助産所（師）
で委託実施）
②ママケアデイ
サービス事業
（市内の民間宿泊
施設を利用し、相
談、休息、交流の
場を提供）

適正な事務処理
の実施

完全実
施

完全実施
一
般

①
21,707
②
6,453

― ①16,651②6,453 1.0 0.6

①産後ケア
利用件数（延べ
日数）
②ママケアデイ
サービス
満足度

完全実
施
（参考）
①産後
ケア
2,530
日
②ママ
ケアデ
イサー
ビス満
足度
90%以
上

①産後
ケア
2,735
日

②ママ
ケアデ
イサー
ビス
518組

①産後
ケア
2,633
日
②ママ
ケアデ
イサー
ビス
404組

①産後
ケア
2,460
日
②ママ
ケアデ
イサー
ビス
597組

出生数の減少、新型コロナ
ウイルス感染拡大による事
業の一時休止、過去の実
績値を加味して算出。ママ
ケアデイサービスは満足度
とする。

①産後
ケア
3,136
日
②ママ
ケアデ
イサー
ビス
満足度
アン
ケート
「満足」
97.4％

①S
②S

A

①利用日数が目標値を上
回ったため。
②満足度が目標を上回った
ため。

①②利用者のニーズに沿った事業
を継続実施していく。
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③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
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正
職
員
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会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

子
ど
も
家
庭
課

83
不妊治療助
成事業費
（政策）

H 16 ～
市

（直営）

治療費が高額
となる不妊治療
費、不育症治
療費の一部を
助成し、経済的
負担の軽減を
図る

①特定不妊治療
の助成
②一般不妊治療
の助成
③不育症治療の
助成
＊特定、一般は
保険診療外の治
療が対象。不育
症は保険診療の
検査、治療が対
象。

①不妊治療制度
の周知
②補助金申請内
容の審査

①実施
②完全
実施

①実施
②完全実施

一
般
381,347 ― ①117,667 0.2 1.0

不妊治療費補助
金交付件数
＊特定不妊治療
費（男性不妊治
療費を含む）、一
般不妊治療費、
不育症治療費の
計（延べ件数）

完全実
施

完全実
施（助
成件数
1,462
件）

完全実
施（助
成件数
1,356
件）

完全実
施（助
成件数
1,378
件）

制度の周知を図り申請者
に対し確実に支給事務を
行うことを目標とする。

完全実
施（助
成件数
708件）

A A

目標のとおり、補助金助成対
象である申請者について漏
れなく助成を実施できたた
め。

不育症助成の実施のため、各区子
育て支援課、各区健康支援課及
び医療機関との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

84
母子家庭等
医療費助成
事業

S 55 ～
市

（直営）

入院費、通院
費を助成するこ
とにより、母子
家庭等の経済
的負担の軽減
を図る

①所得税非課税
世帯の母子家庭
等の保険診療分
医療費助成

①受給者証更新
手続きの勧奨
②支給申請内容
の審査

①実施
②完全
実施

①案内通知
発送

（2,240件）
②完全実施

一
般
133,514 ― 127,239 0.2 0.6

支給決定者に対
する確実な支給

完全実
施

完全実
施（助
成件数
50,684
件）

完全実
施（助
成件数
48,519
件）

完全実
施（助
成件数
57,324
件）

母子家庭、父子家庭等の
生活の安定と健康の保持
に寄与することを事業の目
的としているため、助成が
必要な申請者に確実に支
給することを目的としてお
り、完全実施を目標値とし
て設定した。

完全実
施（助
成件数
50,919
件）

A A
目標のとおり、助成対象であ
る医療費について漏れなく助
成を実施できたため。

確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

85 児童手当 H24 ～
市

（直営）

家庭等におけ
る生活の安定
及び次代の社
会を担う児童の
健やかな育ち
を図る

児童手当法によ
る手当支給
（3歳未満・小学
生までの第3子月
額15,000円、小
学生までの第1第
2子・中学生月額
10,000円、特例
給付月額5,000
円）

児童手当法による
手当支給
（3歳未満、小学生
までの第3子月額
15,000円、小学生
までの第1第2子、
中学生月額10,000
円、特例給付月額
5,000円）

12回（月
１回）

12回（月１
回）

一
般
9,107,037 ― 8,966,479 0.8 0.1

支給決定者に対
する確実な支給

完全実
施

完全実
施（延
児童数
882,42
1人）

完全実
施（延
児童数
903,45
8人）

完全実
施（延
児童数
928,13
7人）

児童手当制度の目的が
「家庭等における生活の安
定」と「次代の社会を担う児
童の健やかな成長」を目的
としており、法定要件を満
たした受給者へは100%の
支給が望ましいため、成果
指標の目標を支給決定者
に対する支給の完全実施
とする。

完全実
施（延
児童数
833,91
4人）

A A
目標のとおり、支給対象であ
る手当について漏れなく支給
したため。

確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

86
交通遺児等
福祉手当

H15 ～
市

（直営）

交通事故等に
より生計維持者
を亡くした児童
の生活の向上
と福祉の増進を
図る

所得税非課税世
帯で対象児童を
養育している者へ
の手当支給（月額
5千円）

所得税非課税世
帯で対象児童を養
育している者への
手当支給（月額5
千円）

２回（９
月、３月）

２回（９月、３
月）

一
般

1,200 ― 960 0.1 0.1
支給決定者に対
する確実な支給

完全実
施

完全実
施（延
児童数
204人）

完全実
施（延
児童数
197人）

完全実
施（延
児童数
212人）

交通事故等による災害によ
り生計を維持する者や父母
が死亡した等の遺児に対し
て、遺児の生活の向上と福
祉の増進に寄与することを
目的としており、受給要件
を満たした受給者へは
100%の支給が望ましく、
100%の支給が制度の目的
を最大限達成することにつ
ながるため、支給決定者に
対する支給の完全実施を
目標値とする。

完全実
施（延
児童数
192人）

A A
目標のとおり、支給対象であ
る手当について漏れなく支給
したため。

確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

87
子ども医療
費助成

S 48 ～
市

（直営）

子育て世帯の
経済的負担の
軽減と子どもの
健やかな育ち
を支援し、適正
な医療を受ける
ことで養育と治
療を促進し健
全な育成を図
る

①乳幼児から高
校生年代までの
入通院費助成

①医療費助成制
度の周知
②適正受診啓発
事業の実施

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
2,549,550 ― 2,547,249 1.0 0.6

支給決定者に対
する確実な支給

完全実
施

完全実
施（助
成件数
1,138,
198件）

完全実
施（助
成件数
1,035,
171件）

完全実
施（助
成件数
1,197,
868件）

子どもの健やかな成長と経
済的負担軽減を事業の目
的としているため、適正な
医療費助成の確実な実施
を目標としており、完全実
施を目標値として設定し
た。

完全実
施（助
成件数
1,158,
016件）

A A
目標のとおり、助成対象であ
る医療費について漏れなく助
成を実施できたため。

確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

88
子育て短期
支援事業

～
市

（委託）

児童養護施設
等と委託契約
を締結し、保護
者の疾病、育
児疲れ等で養
育できない児
童や経済的理
由で一時保護
する必要がある
母子を施設で
預かり、福祉の
向上を図る

①児童や母子の
一時預かり（静岡
乳児院、静岡
ホーム、千代田寮
へ委託）

児童養護施設等
における預かりの
実施

３か所 ３か所
一
般

1,271 ― 451 0.1 0.1
申請者への完全
対応

完全実
施

完全実
施（延
べ利用
人数
129人）

完全実
施（延
べ利用
人数
171人）

完全実
施（延
べ利用
人数
181人）

緊急な利用申請に迅速に
対応することが重要と考え
ているため、申請者への対
応完全実施という目標値を
設定した。

完全実
施（延
べ利用
人数95
人）

A A
目標のとおり事業を実施し
た。

確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

子
ど
も
家
庭
課

89
子育て支援
ヘルパー派
遣事業

H20 ～
市

（委託）

出産直後に家
事や育児が困
難な家庭、多
子家庭、妊婦
を支援する業
務を専門機関
に委託すること
で、子育てしや
すい環境整備
を図り、育児不
安を解消する

①乳児のいる家
庭、多子家庭、妊
婦のいる家庭へ
の子育て支援ヘ
ルパー派遣

ヘルパー派遣事
業所の設置

４事業所 ４事業所
一
般

1,520 ― 1,796 0.1 0.1
申込者への完全
対応

完全実
施

完全実
施（延
べ利用
回数
729回）

完全実
施（延
べ利用
回数
975回）

完全実
施（延
べ利用
回数
850回）

産前産後の家庭の子育て
支援策として、家事や育児
を行うことが困難な家庭
に、子育て支援ヘルパー
制度を利用してほしいと考
えており、申込みへの対応
完全実施という目標値を設
定した。

完全実
施（延
べ利用
回数
827回）

A A
目標のとおり事業を実施し
た。

確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

90

母子家庭及
び寡婦自立
促進対策事
業

H18 ～
市

（委託）

母子家庭の
母、父子家庭
の父、寡婦等
の就業相談を
行うことで自立
を支援する

①母子家庭等就
業・自立支援セン
ターの運営
②母子自立支援
プログラムの策定
による就労支援

①就業・自立支援
センター設置
②自立支援プログ
ラム策定員の配置

①1か所
②1人

①1か所
②1人

一
般

9,416 ― 8,413 0.1 0.0

①就業・自立支
援センターによる
相談業務の適正
な実施
②相談者及びプ
ログラム策定者
に対する就職率

①完全
実施
②就職
率：
40.0％

①完全
実施
（相談
件数
2,869
件）
②就職
率：
73.0％

①完全
実施
（相談
件数
3,140
件）
②完全
実施
（策定
件数11
件）

①完全
実施
（相談
件数
2,829
件）
②完全
実施
（策定
件数17
件）

①就業・自立支援センター
の運営により一貫した就労
相談を行っており、相談業
務の完全実施を目標値とし
た。
②プログラム策定員による
就業相談を行っており、相
談業務に伴う就職率を目
標値とした。

①完全
実施
（相談
件数
3,060
件）
②就職
率：
56.0％

①A
②S

A
目標のとおり事業を実施し
た。

ひとり親サポートセンターの周知、
養育費相談、面会交流事業の強
化や、ハローワークなど他の相談
機関と連携し、就労支援を行う。

子
ど
も
家
庭
課

91
母子家庭自
立支援給付
金

H17 ～
市

（直営）

母子家庭の母
及び父子家庭
の父の就業・自
立のため、資格
取得を支援す
る

①就職、転職、自
立のための資格
取得や講座の受
講、養成機関で
の資格取得への
給付金支給

各区で決定した対
象者に対する支給
事務

適正な実
施

適切な実施
一
般
27,855 ― 26,360 0.2 0.0

支給決定対象者
に対する確実な
支給

完全実
施

完全実
施
（支給
件数
34件）

完全実
施
（支給
件数
39件）

完全実
施
（支給
件数
46件）

各区で決定した対象者に
対する支給事務を行って
おり、確実に支給を行うこと
が求められるため事務の完
全実施を目標値とした。

完全実
施（支
給件数
33件）

A A
目標のとおり事業を実施し
た。

確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

92
母子家庭等
日常生活支
援事業

H15 ～
市

（委託）

母子家庭等に
家庭生活支援
員を派遣するこ
とで母子家庭
等の福祉の増
進を図る

①母子家庭等へ
の家庭生活支援
員の派遣

家庭支援員の派
遣

適正な実
施

適正な実施
一
般

1,986 ― 1,986 0.1 0.0
支援員派遣の適
正な実施

完全実
施

完全実
施（派
遣世帯
数182
世帯)

完全実
施（派
遣世帯
数68世
帯)

完全実
施（派
遣世帯
数211
世帯)

支援員を派遣することでひ
とり親家庭の生活援助や家
事援助を行っており、派遣
業務の完全実施を目標値
とした。

完全実
施（派
遣世帯
数93世
帯)

A A
目標のとおり事業を実施し
た。

確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

93
母子寡婦福
祉会活動事
業補助金

S 48 ～
補助等
（交付先）

ひとり親家庭、
寡婦の福祉の
増進を図る

①母子寡婦福祉
会活動事業補助
金の交付

補助金の交付
適正な実
施

適正な実施
一
般

1,526 ― 1,526 0.1 0.0 満足度 0.8 0.95 0.91 0.82

ひとり親家庭を支援する静
岡市母子寡婦福祉会に補
助金を支出しており、ｱﾝｹｰ
ﾄ調査において実施された
事業の全体的な満足度
80％を目標値とした。

96.9 A A

アンケート調査の結果、静岡
市母子寡婦福祉会に対して
の満足度は目標値を上回っ
た。

ひとり親家庭への支援を充実させ
るため、静岡市母子寡婦福祉会と
の更なる連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

94
ひとり親家
庭生活支援
事業

H15 ～
市

（委託）

ひとり親家庭の
子どもに、ホー
ムフレンドを派
遣することで子
どもの精神的
支援、生活の
安定を図る

①ひとり親家庭へ
のホームフレンド
派遣

ホームフレンドの
派遣

適正な実
施

適正な実施
一
般

1,370 ― 1,370 0.1 0.0
ホームフレンド派
遣の適正な実施

完全実
施

完全実
施
（派遣
世帯数
　11世
帯）

完全実
施
（派遣
世帯数
　24世
帯）

完全実
施
（派遣
世帯数
　32世
帯）

ホームフレンドを派遣する
ことで子どもの心の支えと
なると共に生活面の指導を
行っており、派遣業務の完
全実施を目標値とした。

完全実
施
（派遣
世帯数
　７世
帯）

A A
目標のとおり事業を実施し
た。

支援員（ホームフレンド）と派遣先
家庭とのスムーズなマッチングをお
こなう。
確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

95
ひとり親家
庭交流事業
費補助金

H15 ～
補助等
（交付先）

ひとり親家庭の
交流事業を実
施する団体に
補助金を交付
し、福祉の増進
を図る

①ひとり親家庭交
流事業費補助金
の交付

補助金の交付
適正な実
施

適正な実施
一
般

728 ― 728 0.1 0.0 満足度 0.8 0.96 0.94 0.81

ひとり親家庭を支援する静
岡市母子寡婦福祉会に補
助金を支出しており、ｱﾝｹｰ
ﾄ調査において実施された
交流事業の満足度80％を
目標値とした。

90.7 A A

アンケート調査の結果、イベ
ントに参加して満足と答えた
人は目標値を超える数字と
なった。

ウィズコロナを考慮し、静岡市母子
寡婦福祉会でイベント内容にも工
夫を凝らしていた。ひとり親家庭へ
の支援を充実させるため、更なる
連携を図る。
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会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

子
ど
も
家
庭
課

96
子どもの貧
困対策学習
支援事業

H27 ～
市

（委託）

生活困窮世
帯、ひとり親家
庭等の子どもに
対して学習支
援、生活支援
を行い、貧困の
世代間連鎖の
防止を図る

①生活困窮世
帯、ひとり親家庭
等の小中学生を
対象に子どもの
気持ちに寄り添っ
た学習支援、生
活支援

学習支援及び生
活支援の実施

適正な実
施

適正な実施
一
般
21,184 ― 21,173 0.4 0.0 延べ利用者数

5,300
人

5,370
人

5,092
人

6,092
人

子ども子育て若者プランに
沿って、延べ利用者数を目
標値とした。

5,338
人

A A

新型コロナウイルス感染症が
影響下でも、事業者ごと感染
症対策を工夫した上で事業
を継続し、当初の目標通り事
業を実施した。

利用者である子どもや保護者から
の本事業に対する意見や評価を
捉えるため、アンケートを実施し、
その意見等を事業に反映して、本
事業への満足度を高める。

子
ど
も
家
庭
課

97
子どもの貧
困対策就労
支援事業

H27 ～
市

（委託）

就労に特化し
た窓口を設置
し、母子家庭の
母、父子家庭
の父の自立を
図る

①就労に特化し
た相談による支援
（葵福祉事務所
子育て支援課の
就労支援専門員
対応）

就労支援専門員
の配置

1人 1人
一
般

2,592 ― 2,592 0.1 0.0
就労支援専門員
による相談業務
の適正な実施

完全実
施

完全実
施
（相談
件数
109件）

完全実
施
（相談
件数
238件）

完全実
施
（相談
件数
267件）

ひとり親への就労相談を中
心にﾊﾛｰﾜｰｸへの同行など
相談者に寄り添った支援を
行っており、相談業務の完
全実施を目標値とした。

完全実
施
（相談
件数
149件）

A A
目標のとおり事業を実施し
た。

児童扶養手当の現況届時に出向
き、相談件数を増やす。
ハローワークなど他の相談機関と
連携し就労支援を行う。

子
ど
も
家
庭
課

98
児童扶養手
当

S 38 ～
市

（直営）

父母が離婚し
た児童等を監
護養育している
者に手当を支
給し、福祉の増
進を図る

①対象児童等を
養育しているひと
り親への手当支
給

各区で認定した対
象者に対する支給
事務

適正な実
施

適正な実施
一
般
2,084,285 ― 1,960,851 0.6 1.0

手当支給事務の
適正な実施

完全実
施

完全実
施
（支給
世帯数
3,930
世帯）

完全実
施
（支給
世帯数
4,033
世帯）

完全実
施
（支給
世帯数
4,139
世帯）

各区で決定した対象者に
対する支給事務を行って
おり、確実に支給を行うこと
が求められるため事務の完
全実施を目標値とした。

完全実
施（支
給世帯
数
3,733
世帯）

A A
目標のとおり事業を実施し
た。

確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

99
母子・父子・
寡婦福祉資
金貸付費

H 8 ～
市

（直営）

母子家庭の
母、父子家庭
の父及び寡婦
の自立の促進
と、扶養する児
童の福祉を増
進する

①修学資金など
12種類の貸付金
の貸し付け

各区で決定した対
象者に対する貸付
事務

適正な実
施

適正な実施
特
別
360,000 ― 285,654 0.8 0.8

貸付決定者への
貸付を完全実施

完全実
施

完全実
施
（貸付
件数
500件）

完全実
施
（貸付
件数
567件）

完全実
施
（貸付
件数
601件）

各区で決定した対象者に
対する支給事務を行って
おり、確実に支給を行うこと
が求められるため事務の完
全実施を目標値とした。

完全実
施
（貸付
件数
482件）

A A
計画のとおり事業を実施し
た。

確実な事業実施のため、各区子育
て支援課との連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

100

１歳６か月
児、３歳児
健康診査事
業

～
市

（直営）

幼児期におけ
る疾病の予防
や早期発見及
び健康の保持
増進を図るため
に、総合的な
健康診査を実
施し、その結果
に基づく適切な
保健指導・助言
を行う

①診察（内科・歯
科）
②計測
③保健指導
④心理相談等

健診の開催
①１歳６か月児
②３歳児

①110回
②114回

①109回
②112回

一
般
37,774 ― 35,235 0.2 0.2

受診率
①１歳６か月児
②3歳児

①
96.5%
②
96.6%

①
97.4%
②
97.5%

①
95.3%
②
96.6%

①
96.8％
②
95.6％

①近年、受診率は安定して
いるため、直近３か年の受
診率実績の平均を目標値
とし設定した。（健診受診率
の維持）
②近年、受診率は安定して
いるため、直近３か年の受
診率実績の平均を目標値
とし設定した。（健診受診率
の維持）

①
97.7%
②
97.5%

①A
②A

A
計画どおり遅滞なく実施し、
ほぼ目標どおりの受診率で
あった。

健診の確実な通知と受診勧奨、健
診後の事後フォロー体制を整備す
る。

子
ど
も
家
庭
課

101
妊産婦健康
診査等事業

～
市・補助等
（委託・交
付先）

妊産婦及び新
生児の健康管
理の充実、経
済的負担の軽
減を図り、安心
して妊娠・出産
ができる体制を
確保する

①妊婦健診
②妊婦歯科健診
③新生児聴覚検
査
④産婦健診

母子健康手帳の
早期交付（妊娠11
週以内）

90％以
上

94.76%
一
般
458,968 ― 426,759 0.2 0.2

①妊婦健診
１人当たりの平均
受診券利用回数
②妊婦歯科健診
③新生児聴覚検
査　④産婦健診
受診率

①平均
12.16
回
②
47.7％
③
95.1％
④
92.9％

①平均
12.42
回
②
50.8％
③
94.7％
④
94.2％

①平均
11.83
回
②
46.2％
③
95.9％
④
92.0％

①平均
12.22
回
②
46.2％
③
94.7％
④
92.5％

①近年、受診率は安定して
いるため、直近３か年の平
均受診券利用回数実績の
平均を目標値とし設定し
た。
②近年、受診率は安定して
いるため、直近３か年の受
診率実績の平均を目標値
とし設定した。（健診受診率
の維持）
③近年、受診率は安定して
いるため、直近３か年の受
診率実績の平均を目標値
とし設定した。（検査受診率
の維持）
④近年、受診率は安定して
いるため、直近３か年の受
診率実績の平均を目標値
とし設定した。（健診受診率
の維持）

①平均
12.55
回
②
51.2％
③
96.1％
④
94.9％

①A
②S
③A
④A

Ａ

①目標どおりの受診回数を
達成した。
②期待を上回る受診率を達
成した。
③目標どおりの受診率を達
成した。
④目標どおりの受診率を達
成した。

妊娠届の早期の提出について医
療機関へ協力を依頼するとともに、
母子健康手帳交付時に確実な受
診を勧める。
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会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

子
ど
も
家
庭
課

102

こんにちは
赤ちゃん事
業（乳児家
庭全戸訪問
事業）

H 21 ～
市

（直営・委
託）

子育ての孤立
化を防ぐため、
家庭訪問により
不安や悩みを
聞き、子育て支
援に必要な情
報提供や適切
なサービス提
供に結びつけ
る

①保健師・助産
師による新生児
訪問
②公募により委嘱
した「赤ちゃん訪
問員」による家庭
訪問

①訪問件数
②「赤ちゃん訪問
員」への研修の実
施

①4,100
件
②２回

①4,107件
②１回

一
般
12,676 ― 12,056 0.2 0.6

出生数に対する
訪問実施率

95.6% 96.4% 93.7% 96.8%

近年、訪問率は安定してい
るため、直近３か年の訪問
実施率実績の平均を目標
値とし設定した。（訪問実施
率の維持）

99.20% A A
コロナ禍で、家庭訪問を希望
しない場合も見られたが、ほ
ぼ計画どおり実施できた。

赤ちゃん訪問員の役割を子育て世
代包括支援センター職員とする。
また研修等を通じて資質の向上を
目指す。

子
ど
も
家
庭
課

103
乳児健康診
査事業

～
市

（委託）

健康診査を実
施し、疾病の早
期発見や健康
増進を図る

（県内の医療機関
に委託）
①診察
②計測
③保健指導等

受診件数
①４か月児
②10か月児

①4,000
件
②3,900
件

①3,949件
②4,028件

一
般
52,459 ― 51,157 0.2 0.2

受診率
①４か月児
②10か月児

①
98.3％
②
96.1％

①
97.9%
②
96.6%

①
99.1%
②
97.2%

①
97.9%
②
94.6%

①近年、受診率は安定して
いるため、直近３か年の受
診率実績の平均を目標値
とし設定した。（健診受診率
の維持）
②近年、受診率は安定して
いるため、直近３か年の受
診率実績の平均を目標値
とし設定した。（健診受診率
の維持）

①
96.9%
②
95.4%

①A
②A

Ａ 目標どおり実施できた。
対象者へ確実に受診券を送付し、
適切な時期に受診できるよう啓発
する。

子
ど
も
家
庭
課

104

先天性代謝
異常等検査
事業

H17 ～
市

（委託）

未治療のまま
放置すると知能
や身体の発育
に異常をきたす
先天性代謝異
常及び先天性
甲状腺機能低
下症の早期発
見、早期治療
を行うことにより
障がいの発生
を予防する

出生医療機関に
て採血した血液
による委託先検
査機関での検査

県・静岡市・浜松
市、医療機関にお
ける意見交換会の
開催

年１回 １回
一
般
17,727 ― 15,292 0.2 0.1

タンデムマス法
による検査の実
施

希望者
全数実
施
実施率
100％

完全実
施（延
実施件
数
19,181
件）

完全実
施（延
実施件
数
19,397
件）

完全実
施（延
実施件
数
20,102
件）

検査費用の助成を完全実
施することを目標とする。

完全実
施（延
実施件
数
16,899
件）

A Ａ 目標どおり実施できた。
医療機関の協力のもと、検査の重
要性を周知し、確実な受検を勧め
る。

子
ど
も
家
庭
課

105

子育て世代
包括支援セ
ンター事業

H27 ～
市

（直営）

妊娠期から子
育て期にわたる
までの、母子保
健や育児に関
する様々な悩
み等への相談
事業を行い、切
れ目ない支援
体制を構築す
る

①母子保健相談
事業
②関係機関の調
整
③支援プランの
作成

電話・面接・訪問
による相談

適正な実
施

適正な実施
一
般

472 ― 315 0.2 4.4
電話・面接・訪問
による相談件数

1,491
件

1,801
件

1,376
件

1,295
件

直近３か年の相談件数の
平均値を目標とした。

1,421
件

A A 目標どおり実施できた。

令和４年度より各区子育て支援課
に移設したため、今後も母子保健
分野と児童福祉分野の連携に努
め、相談に適切に対応していく。

子
ど
も
家
庭
課

106
発達早期支
援事業

H30 ～
市

（委託）

増加する発達
障がい児支援
のために、保健
福祉ｾﾝﾀｰで実
施する１歳６か
月児健診にお
ける早期発見
及び発見後の
早期支援に取
り組む仕組みを
整備する

１歳６か月児健診
で発達が気にな
る子とその親を親
子教室「あそびの
ひろば」に誘い、
親子でのあそび
を通じ、子へはｱ
ｾｽﾒﾝﾄを行い、親
へは愛情定着を
図る

整備か所数 ６か所 ６か所
一
般

6,636 ― 6,621 0.1 0.0
「あそびのひろ
ば」の適正実施

完全実
施（６
か所）

完全実
施（６
か所）

完全実
施（６
か所）

完全実
施（３
か所）

「あそびのひろば」に参加し
た子のアセスメントを確実
に実施することを目標とし
ているため。

完全実
施（6か
所）

A Ａ 目標どおり実施できた。
今後は、必要実施箇所数を検証し
ながら、必要な支援を継続してい
く。

子
ど
も
家
庭
課

107
妊産婦総合
対策事業

Ｒ 2 ～
市

（直営・委
託）

新型コロナウイ
ルス感染症に
不安を抱く分娩
前の妊婦に対
してウイルス検
査費用を助成
するとともに、
感染した妊産
婦からの育児
等に対する不
安や悩みへの
相談業務を行う

①市内の産科医
療機関に委託し、
ＰＣＲ検査等を実
施
②感染した妊婦
からの相談業務

妊婦のかかりつけ
産科医療機関（市
内かつ受託可能
者のみ）との契約

100% 78.57%
一
般
22,200 ― 11,848 0.2 0.1

検査を希望する
妊婦への検査実
施

完全実
施

ウイル
ス検査
862件

ウイル
ス検査
139件

―
検査を希望する妊婦へウイ
ルス検査を確実に行うこと
を目標とした。

ウイル
ス検査
651件

A Ａ

市内の対象医療機関でウイ
ルス検査体制が整っており、
検査を希望する妊婦が検査
を受けることができた。
感染した妊婦からの相談はな
かった。

ウイルス検査を希望した妊婦が、
引き続き検査ができるようにする。
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③期間
予算額
（千円）
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（千円）

正
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会計
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任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

子
ど
も
家
庭
課

108
家庭的養育
推進

Ｒ 3 ～
市

（直営）

家庭等におい
て養育すること
が適当でない
児童が「できる
限り良好な家
庭的環境」にお
いて養育される
ための施設整
備を支援する

児童養護施設が
行う地域小規模
児童養護施設の
建設費用を助成
する

補助金の交付
適正な実
施

適正な実施
一
般
33,108 ― 25,646 0.1 0.0

補助金交付事務
の確実な実施

完全実
施

― ― ―

民間法人が行う施設整備
事業に対する財政支援を
確実に行うことが重要であ
ることから、完全実施を目
標とした。

実施 A A
目標のとおり事業を実施し
た。

今後の整備計画の方針を施設と協
議しながら、必要に応じて財政支
援を検討していく。

子
ど
も
家
庭
課

109

子育て世帯
生活支援特
別給付金給
付事業費

Ｒ 4 ～Ｒ 4
市

（直営）

新型コロナウイ
ルス感染症の
影響を受けて
いる子育て世
帯を支援する
ため、特別給
付金（一時金）
を給付する。

給付金給付
対象世帯に対し、
児童１人当たり
50,000円

①申請を要する見
込対象者への周
知
②支給申請内容
の審査

①実施
②完全
実施

①勧奨通知
の発送
（7,966件）
②完全実施

一
般
625,000 ― 573,887 1.0 0.0

給付金支給事務
の確実な実施

完全実
施

― ― ―

支給対象世帯に対し、確
実に支給を行うことが求め
られるため事務の完全実施
を目標値とした。

完全実
施（支
給世帯
数
6,857
世帯）

A A
支給要件を満たすことが確認
できた者に対して、漏れなく
支給を実施できたため。

類似の給付事業を実施する際、確
実に支給を行えるよう、多様な周
知方法の検討および関係機関との
連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

110

社会的養護
従事者処遇
改善事業

Ｒ 3 ～
市

（直営）

新型コロナウイ
ルス感染症へ
の対応と少子
高齢化への対
応が重なる社
会的養護の最
前線において
働く職員の処
遇改善を図る
ため、職員の収
入を３％程度、
月額にして９千
円引き上げる
取組を行う施設
に対してその費
用を助成する

社会的養護関係
施設で働く職員
の処遇改善費用
を助成する

補助金の交付
適正な実
施

適正な実施
一
般

7,718 ― 7,486 0.1 0.0
補助金交付事務
の確実な実施

完全実
施

完全実
施（３
施設）

事案な
し

事案な
し

民間法人が行う処遇改善
費用に対する財政支援を
確実に行うことが重要であ
ることから、完全実施を目
標とした。

実施 A A
目標のとおり事業を実施し
た。

次年度からは処遇改善分につい
て児童入所施設措置費にて対応
することとなったため、今後は児童
入所措置費において、適正な事務
の執行に努める。

子
ど
も
家
庭
課
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児童養護施
設等新型コ
ロナウイルス
感染防止事
業

Ｒ 4 ～
補助等
（交付先）

児童養護施設
等における新
型コロナウイル
ス感染拡大防
止のため、施設
における感染
防止対策を支
援する。

①新型コロナウイ
ルス感染防止の
ために必要なマ
スクや消毒用アル
コールを一括購
入し、各施設へ配
付。※１施設あた
り500千円上限
②児童養護施設
等における新型コ
ロナウイルス感染
症対策に係る費
用を助成※１施
設あたり1,500千
円上限

①衛生用品等配
布
②補助金交付

①適正な
実施
②適正な
実施

①適正な実
施
②適正な実
施

一
般

9,000 ― 5,895 0.1 0.0

①衛生用品等を
施設の実情に応
じて必要量配布
②補助金交付事
務の確実な実施

完全実
施

―

完全実
施（対
象施設
３施
設）

―

施設種別ごとの実情に応じ
た感染症対策の実施を支
援することが重要であるた
め、事業の完全実施を目
標値とした。

完全実
施（対
象施設
３施
設）

A A
補助金交付により、対象施設
に応じた感染症対策の実施
を支援することができたため。

今後も対象施設との連絡を密に
し、施設において感染拡大防止対
策の徹底を図りながら、業務を継
続的に実施していくために必要な
支援の実施を検討していく。

子
ど
も
家
庭
課
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子育て世帯
臨時特別給
付金給付事
業

Ｒ 3 ～Ｒ 4
市

（直営）

新型コロナウイ
ルス感染症に
よる影響を受け
ている子育て
世帯を支援す
るため、子育て
世帯への臨時
特別給付金の
支給を行う。

給付金支給対象
世帯に対し、児童
一人あたり
100,000円を支給

①支給申請内容
の審査

①完全
実施

①完全実施
一
般
202,298 202,298 98,112 0.1 0.0

給付金支給事務
の確実な実施

完全実
施

完全実
施（支
給件数
53,531
件）

― ―

児童手当等を受給する世
帯等に対し、確実に支給を
行うことが求められるため
事務の完全実施を目標値
とした。

完全実
施（支
給件数
619件）

A A
支給要件を満たすことが確認
できた者に対して、漏れなく
支給を実施できたため。

類似の給付事業を実施する際、確
実に支給を行えるよう、多様な周
知方法の検討および関係機関との
連携を図る。

子
ど
も
家
庭
課

113

児童養護施
設等物価高
騰対策支援
事業

Ｒ 4 ～
補助等
（交付先）

児童養護施設
等における、電
気・ガス料金・
食材費の高騰
による事業活
動への影響を
軽減する。

児童養護施設等
対し、電気・ガス
料金・食材費の高
騰分を支援する。

補助金交付
適正な実
施

適正な実施
一
般

3,150 0 1,998 0.1 0.0

補助が必要な施
設への補助金交
付事務の確実な
実施

完全実
施

― ― ―

支援対象施設に対し、確
実に支給を行うことが求め
られるため事務の完全実施
を目標値とした。

完全実
施（対
象施設
３施
設）

A A

補助金交付により、対象施設
に対して電気・ガス料金・食
材費の物価高騰分を支援す
ることができたため。

今後も対象施設との連絡を密に
し、施設における物価高騰の影響
等を随時確認し、必要な支援の実
施を検討していく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

子
ど
も
家
庭
課

114

出産・子育
て応援給付
金給付事業

Ｒ 4 ～
補助等
（市・交付
先）

妊娠期から出
産・子育てまで
の一貫した相
談支援とあわ
せて経済的支
援を一体的
に実施すること
で、具体的な支
援サービスの
利用を促進す
る。

妊娠届出後とこん
にちは赤ちゃん
訪問後、それぞ
れ５万円ずつの
給付を行う。

補助金交付
適正な実
施

適正な実施
一
般
492,670 0 314,259 0.4 0.5

支給決定者に対
する確実な支給

完全実
施

― ― ―

伴走型相談支援における
面談実施と一体的に実施
する経済的支援であり、面
談実施後の妊婦・子育て家
庭への給付の完全実施を
目標値として設定した。

完全実
施

A A
審査が完了した申請者全員
に対して給付金の支給を行う
ことができたため。

審査業務の業務量が大きいため、
事務効率向上のため、申請手続き
及び審査体制の見直しを行う。

児
童
相
談
所

115

社会福祉審
議会児童処
遇審査部会
事業

Ｒ 2 ～
市

（直営）

児童の処遇に
関する市の決
定等について、
外部有識者の
意見を聴き、そ
の後の対応に
生かす。

児童処遇審査部
会委員より児童相
談所が執った処
遇困難対応、措
置等への専門的
意見、里親認定
に対し意見等提
言を受ける

①審査部会の開
催数
②審査案件数

①年４回
以上
②事例に
よる

①年４回
②９件

一
般

184 - 184 0.5 0.0
審査案件に対す
る意見等

実施

実施
（意見
等０
件、里
親の認
定６
件）

実施
（意見
等０
件、里
親の認
定7件）

実施
（意見
等０
件、里
親の認
定10
件）

児童相談所が執った処遇
や里親認定等に対し、審
査部会委員から意見等提
言を受け、それを今後の対
応の参考としているため、
意見等提言を目標値として
設定した。

実施
（意見
等０
件、里
親の認
定９
件）

A A
　審議が必要な案件を適切
に付議し、また委員から助言
及び指導が得られたため。

　解決すべき課題や問題を抱える
ケースを見極め、適切な時期に審
査部会へ付議が必要となる。
　このため、それぞれのケースごと
に適切かつ迅速な情報共有、対応
策の検討及び関係機関との連携
に努める。

児
童
相
談
所

116

児童福祉施
設入所措置
等事業

Ｒ 2 ～
市

（直営・委
託）

児童の権利擁
護を位置づけ
た平成28年の
児童福祉法改
正に伴う「静岡
県社会的養育
推進計画」に基
づく児童の家
庭養育優先推
進

社会的養護が必
要な児童に対し
て、適切な施設
への措置入所や
里親委託措置実
施

①児童への新規
措置及び措置解
除
②措置後のケア
（学習支援、自立
に向けた相談、支
援、心理的ケア
等）

①適宜
実施
②随時
実施

①適宜実施
②随時実施

一
般
1,082,128 - 1,060,164 20.5 5.0

①児童への権利
擁護を目的とし
た適切な施設へ
の措置入所又は
家庭引き取り等
による措置解除
若しくは里親委
託措置
②児童の自立の
ための面接及び
相談等の対応

①適切
に措
置・解
除
②適宜
実施

①適切
に措
置・解
除
（措置
52件/
解除
48件/
年度末
入所数
160人）
②適宜
実施

①適切
に措
置・解
除
（措置
49件/
解除47
件/
年度末
入所数
157人）
②適宜
実施

①適切
に措
置・解
除
（措置
49件/
解除59
件/
年度末
入所数
153人）
②適宜
実施

①様々な理由により社会的
養護が必要な児童に対し
て、施設等又は里親委託
措置を適切に実施している
ことを成果として、目標値を
設定した。
②措置児童等の自立に向
けた目標や進捗に応じて、
個々に必要な回数の面接
を実施することを成果として
目標値を設定する

①適切
に措
置・解
除
（措置
48件/
解除
53件/
年度末
入所数
161人）
②適宜
実施

A A

　社会的養護が必要な児童
に対し、施設等又は里親委
託措置を適切に実施し、また
児童の自立に繋がる面接及
び調整等により入所後のケア
を実施出来たため。

　児童の適切な措置及び入所後の
ケアを実施していくため、関係機関
との連携を維持していく必要があ
る。
　このため、今後も定期的に施設
やその他の関係機関と連絡会や
情報交換を積極的に行っていく。

児
童
相
談
所

117
児童相談所
運営事業

Ｒ 2 ～
市

（直営）

個々の児童や
家庭に対して、
最も効果的な
援助を行うこと
により、児童へ
の福祉的関わ
り及び権利擁
護への向上を
図る。

①児童相談所及
び一時保護所の
運営
②児童の療育手
帳の交付決定
③児童に係る問
題について相談
に応じ、必要な調
査及び判定並び
に必要な指導及
び措置等を実施

①相談対応
②面接、観察及び
指導
③児童の一時保
護所への入所

①適切に
実施
②随時
実施
③適切に
入所

①適切に実
施

②随時実施
③適切に入
所

一
般
45,780 - 42,246 28.5 15.0

①適切な養育環
境に向けた児童
に対する相談等
への対応
②適切な養育環
境に向けた児童
及びその保護者
等に対する面接
及び観察、並び
に保護者への養
育指導の実施
③児童相談所長
又は親権者同意
に基づく一時保
護所入所の適切
実施

①適切
に実施
②随時
実施
③適切
に入所

①適切
に実施
（2,231
件/うち
虐待相
談672
件）
②随時
実施
③適切
に入所
（年間
延入所
数171
人）

①適切
に実施
（2,433
件/うち
虐待相
談699
件）
②随時
実施
③適切
に入所
（年間
延入所
数171
人）

①適切
に実施
（2,542
件/うち
虐待相
談638
件）
②随時
実施
③適切
に入所
（年間
延入所
数160
人）

①虐待に関するものを含
む、児童に関する様々な相
談に対して、適切に対応で
きていることを成果として目
標値を設定した。
②児童及びその保護者に
対する面談及び観察、並
びに保護者への養育指導
を随時実施していることを
成果として、目標値を設定
した。
③一時保護が必要な児童
を適切に入所させているこ
とを成果として、目標値を
設定した。

①適切
に実施
（2,322
件/うち
虐待相
談782
件）
②随時
実施
③適切
に入所
（年間
延入所
数175
人）

A A

　虐待に関するものを含め、
児童に関する様々な相談に
対して適切に対応し、一時保
護が必要となった児童に対し
ては、適切な状況で一時保
護所に入所させることができ
たため。

　児童虐待相談対応件数は年々
増加傾向である上に、複雑困難な
ケースもますます増加し、児童相
談所を取り巻く環境が厳しさを増し
ている。このような状況の中、受付
相談員、児童福祉司及び児童心
理司については経験のみならず高
度な専門性が求められている。
　職員の資質向上及び専門性を確
保するため、経験年数や職位に応
じた研修実施並びに嘱託医、弁護
士及びアドバイザー等の専門家活
用により、職務対応に必要な知識
及び経験の蓄積を図っていく。



Ｒ３ Ｒ２ R1

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

児
童
相
談
所

118 里親事業 Ｒ 2 ～
市

（直営・委
託）

里親委託の推
進により、要保
護児童を家庭
的な環境下で
養育すること
で、愛着関係を
形成し、児童の
健全な育成を
図る。

①里親制度の周
知啓発
②里親の一時的
な休息のための
援助事業（レスパ
イト・ケア）及び里
子指導支援事業
の実施
③里親制度の普
及促進、里親委
託の推進、里親
家庭の支援等の
事業を包括的に
委託

①里親制度認知
向上に伴う里親体
験会や説明会等
実施
②里親制度に対
する業務研修実施

①随時
実施
②適時
実施

①随時実施
②適時実施

一
般
31,454 - 30,512 0.5 0.0

①年度末里親登
録件数
②委託児童数
③里親委託率

①107
世帯
②70人
③
51.2%

①103
世帯
②56名
③
44.4％

①101
世帯
②57名
③
48.7%

①95世
帯

②60名
③
49.6%

①R1年度からR３年度迄の
増加実績が８世帯であるた
め、その２年間増加世帯平
均として、４世帯増加を目
標値として設定した。
②里親委託推進による委
託児童数の増加を見込
み、目標値を70人と設定し
た。
③子ども・子育て・若者プラ
ンの令和８年度目標値
53％に向けて施策評価
シートの目標値を設定。令
和４年度目標値が51.2％で
あるため、その数値を目標
値として設定した。

①113
世帯
②55名
③
45.8％

①S
②B
③B

A

　静岡市里親家庭支援セン
ターと連携し、戦略的な普及
啓発活動を展開することで、
里親登録数は着実に増加し
ている。委託児童数は、施設
を含む全体の委託児童数が
昨年度と比較し減少した影響
もあり、目標値には到達して
いないが、特別養子縁組も４
組成立しており、一時保護や
ショートルフラン等を含んだ
里親の稼働率も約80％と高
く、里親制度の主旨に沿う結
果と判断している。

　虐待相談対応件数は毎年増加し
ており、それに伴い、社会的養護
が必要な児童も増加が見込まれ
る。里親登録数を増やすとともに、
困難なケースにも対応可能な里親
の育成が必要である。また、里親
子が暮らしやすい地域づくりを目
指すため、広く市民に里親制度へ
の理解を促す必要がある。そのた
め、引き続き、里親家庭支援セン
ターとの協働により普及啓発活動
に取り組んでいく。

児
童
相
談
所

119

要保護児童
自立支援事
業

Ｒ 2 ～
市

（直営・委
託）

児童養護施設
への入所児童
や、里親委託
措置された児
童の自立を図
る。

①地域活動参加
支援事業
②新規就労また
は大学等進学の
ために必要な支
度経費支援
③児童養護施設
に施設心理療法
担当職員を配置
④措置解除後の
児童が大学等へ
の進学を継続す
るための生活費
等を助成
⑤児童養護施設
及び里親家庭支
援センターに生
活相談支援業務
を委託

①各支援事業の
実施件数
ア地域活動参加
イ運転免許取得
ウ一人暮らし
エ大学等入学金
オ教材等購入
②施設心理療法
担当職員配置数
③大学等進学継
続支援事業実施
数
④生活相談支援
業務対象児童数

①
ア４件
イ １件
ウ ４件
エ １件
オ１件
②１名
③５名
④２５名

①
ア２件
イ １件
ウ ３件
エ ３件
オ３件
②１名
③４名
④２６名

一
般
22,928 - 20,014 4.0 1.0

児童養護施設へ
入所または里親
に委託措置され
た児童の進路決
定率
①中学卒業児童
の高校進学率
②高校卒業児童
の進路決定率

①
100％
②
100％

①
100％
（施設
13名中
13名）
（里親
４名中
４名）
②
100％
（進学
２名）
（就職
３名）

①
93.8％
（施設
12名中
11名）
（里親4
名中4
名）
②
100％
（進学
名）
（就職
4名）

①
100％
（施設3
名中3
名）
（里親7
名中7
名）
②
100％
（進学
1名）
（就職
3名）

①児童養護施設へ入所ま
たは里親に委託措置され
た中学卒業児童の全てが
高校進学できることを見込
み、100％と設定した。
②児童養護施設へ入所ま
たは里親に委託措置され
た高校卒業児童の全てが
就職または進学できること
を見込み、100％と設定し
た。

①
92.9％
（施設
13名中
12名）
（里親
１名中
１名）
②
100％
（進学
４名
（就職
３名）

①A
②A

A

中学卒業児童の進学率は
100％ではなかったが、高校
卒業児童に対する進路決定
支援と同様に児童本人の特
性や意志を鑑みた進路決定
に対する支援ができたため。

　児童養護施設に入所している児
童のうち、被虐待児や発達障害児
等については、自己理解を深め、
適切な自己コントロール方法等を
身に付けること、虐待の影響や発
達特性により学習に困難を抱えや
すいことから、専門的な心理ケアを
行うとともに、各児童の特性に応じ
た心理学的見地からの学習支援を
充実させる必要がある。
　このため、引き続き心理療法担
当職員を加配することで専門的な
支援が必要な児童の自立促進を
図っていく。


